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平成２５年９月２０日 

 

岩倉市行政経営プラン推進委員会 



Ⅰ はじめに 

岩倉市では、平成２４年３月に、平成２７年度を目標年度とした「岩倉市

行政経営プラン」及び「同行動計画」を策定した。この「岩倉市行政経営プ

ラン」においては、基本目標を「将来にわたって自立でき、発展するまちづ

くり」と定めるとともに、経営指標として「岩倉市の施策に対する市民満足

度の向上」「財政指標」を掲げ、４つの改革の柱とこの柱ごとに方向性を定

めて行政改革に取り組むこととした。なお、このプラン及び行動計画の策定

に当たっては、岩倉市行政経営プラン推進委員会（以下「当委員会」という。）

にも意見を求められ、提言を行った。 

このたび、当委員会は、昨年度に引き続き、岩倉市行政経営プラン及び同

行動計画に基づく平成２４年度実績と平成２５年度計画について、平成２５

８月１日・１３日・２１日の３日間にわたり審議を行った。その評価及び提

案を次のとおり取りまとめたので報告する。 

 

 

Ⅱ 総括 

  岩倉市行政経営プラン及び同行動計画は、効果的かつ効率的な行政経営を

行うためのツールであり、これに基づき行政改革を進めることが、第４次岩

倉市総合計画を下支えし、推進するために必要不可欠な取り組みとなる。 

  昨年度、当委員会では、行動計画として挙げられているものの中に、平成

２４年度又は２５年度に完了するものが多く含まれていることを指摘した。

そのことを受け、市では、平成２５年度に、新たな６項目の行動計画を追加

した。このことは一定の評価に値するが、一方で、未だに行政経営プランに

掲げられた事項のうち行動計画に掲げられていないものがある。今一度、行

政経営プランの内容を点検し、行動計画に掲げられていないものを抽出し、

行動計画に掲げることで具体的なアクションを起こしてほしい。 

平成２５年度は、行政経営プランの計画期間（平成２３年度から平成２７年

度までの５年間）の中間年度に当たる。計画期間の折り返し地点が過ぎたこと

を見据え、早急に行政経営プランの４つの改革の柱とその柱ごとの方向性に基

づき、数値目標を取り入れた取組項目を積極的に設定すべきである。 

また、昨年度も指摘したが、行動計画には、経費の削減や歳入の確保に結

びつく項目はまだまだ少ないと思われる。行政改革の基本は、効果的かつ効

率的な行政を目指すことにある。行動計画に掲げることで、積極的な経費の

削減、財源の確保に取り組んでほしい。 

なお、本年度、当委員会に提出された行政経営プラン行動計画について、

取組項目ごとにみれば、昨年度に当委員会から出された意見については、お

おむね対応されていた。 



  行政経営プランの特徴の１つは、すべての職員が行政改革に取り組む主役

となるということにある。行政改革の基本であるPlan→Do→Check→Actionの

ＰＤＣＡサイクルを着実に回すという観点から考えれば、職員一人ひとりの

意識にＰＤＣＡサイクルが浸透するべきであり、そのようなことが確実に行

える仕組みを構築されたい。 

一方、財政面では、少子高齢化・人口減少といった社会構造の変化が進み、

生産年齢人口の減少により税収の減が懸念される。また、地方自治体を取り巻

く環境に目を向ければ、地方分権の進展による事務の増大、５０歳代後半の職

員の大量退職に伴う管理職員の若年化などがあいまって複雑・多様化している。

これらの変化に対応していくためには、財政力の向上はもとより、市の総合的

な力の強化が求められる。このためには、行政経営プランに基づく市民満足度

の向上と効率的かつ効果的な行政の推進を両輪として、確実な行政改革を進め

ることが礎になると考える。 
最後になるが、平成２５年４月１日には、岩倉市の最高法規たる岩倉市自治

基本条例が施行された。この条例には、「市長は、（略）財源の確保並びにそ

の効果的な配分及び効率的な活用を行い、最少の経費で最大の効果が得られる

よう行財政改革に努め、健全な財政運営を行わなければなりません」（条例第

２１条第１項）と規定されている。つまり、これまで、内部的な規範であり外

部に拘束力を持たない「要綱」によって行政改革を進めてきたものを、今後は、

議会の議決を経た外部的な拘束力を伴う「条例」に基づき市の行政改革を進め

ていくことになる。このことを、市長をはじめ職員一人ひとりが肝に銘じて行

政改革に取り組んでほしい。 
   

 

 

Ⅲ 岩倉市行政経営プランにおける指標・目標値について 

経営指標１ 岩倉市の施策に対する市民の満足度 

岩倉市では、市の施策に対する市民満足度を把握するために、昨年度に引

き続き、平成２５年４月から５月にかけて、無作為抽出による市民1,500人に

対して調査を行った。その結果、市の施策に対する市民満足度は0.01となり、

基準となる平成２０年の市民意向調査の結果に比して0.03点上昇した。この

ことは、計画最終年度である平成２７年度における目標値0.10の達成に向け

て一歩前進と位置づけることができる。しかし、一方で今回の結果が偶然の

ものではないか、市民感覚と一致しているのかを確認してほしい。そして、

今回、どのような要因で満足度が向上したのかを精査するとともに、今後も、

あらゆる機会を捉えて市民ニーズを的確に把握し、費用対効果を十分念頭に

置いてこれらを推進するための方策を真摯に検討してほしい。また、それら

の取り組みを市民に分かりやすく、かつ積極的に周知すべきである。 



 

経営指標２ 財政指標 

  財政指標として設定している３つの指標は、平成２４年度決算見込み数値

として、経常収支比率は83.8％（平成２７年度決算での目標値は88.0％以下）、

将来負担比率は37.5％（平成２７年度決算での目標値は100.0％以下）、実質

公債費比率は7.0％（平成２７年度決算での目標値は11.0％以下）でいずれも

行政経営プランの目標値以内であり、財政指標は適正であるといえる。 

一方で、今後も、小牧岩倉衛生組合の焼却炉建設等によりさらなる財政負

担が見込まれるため、一層適切な財政運営に心がけてほしい。 

 

 

Ⅳ 岩倉市行政経営プラン行動計画の平成24年度実績及び平成25年

度計画について 

  

  取組項目ごとに別紙により当委員会の意見をまとめたので、参考にしてほ

しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩倉市行政経営プラン推進委員会委員 

 

委員長  岩崎 恭典        副委員長  古田  幸 

 

委 員  野津  誠        委 員   岩田 恒治 

 

委 員  丹羽 智哉        委 員   戸田 和子 

 

委 員  日比野光雄        委 員   牧野加代子 

 

委 員  今井 雅浩        委 員   田辺由里香 



（別紙）　　　　　岩倉市行政経営プラン行動計画の平成24年度実績及び平成25年度計画に対する行政経営プラン推進委員会の意見

23 24 25 26 27

1

①行政
サービ
スの向
上

市ホー
ムペー
ジの充
実

秘書課

・市ホームページに掲載する情報を充実さ
せるとともに、申請書、届出書等の様式を
掲載し、ダウンロードできるようにする。

ホームページの持つ即時性や豊富
な情報量、容易に市外からも情報
にアクセスできるなどの特性を生か
し、市民生活に役立つ市政情報を
迅速かつ詳細に掲載することで市
民の利便性を高められる。

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・ホームページに市制記念ビデオ(ユーチューブを利
用)と市制記念誌を掲載した。
・見やすいホームページや分かりやすいホームペー
ジを作るために年１回全所属に通知を出している。

【実施効果】
・市制記念ビデオと市制記念誌をホームページに掲
載したことにより、行事やまつりを視覚的に見ること
ができるようになり、岩倉市をより身近に感じていた
だくことができた。

・ホームページ内の災
害情報へのアクセスの
方法をトップページから
簡単に検索できるよう
に改善する。
・ホームページでのア
ンケートやアクセス数
の把握について検討す
る。
・現在のホームページ
は、平成19年度にリ
ニューアルを行い、そ
の後５年以上経過して
いる。本年度はサー
バーの老朽化への対
応を行うとともに、運用
管理についての検討を
行う。

・平成24年度のアクセス数
は141,310件（月平均
11,775件）であった。
・各種計画のパブリックコメ
ントを掲載する等、あいち
電子自治体申請システム
を使用し迅速な意見収集
に利用した。
・トップページのトピックス
で災害情報を掲載した。
・ホームページのサーバー
の更新を行った。

・ホームページの特性を生
かし市政情報を迅速、詳細
に掲載することにより市民
に情報伝達をすることがで
きた。
・一定数のアクセスがあり
市政情報の周知が図られ
た。

・引き続き市ホームペー
ジに掲載する情報を充
実させるとともに、迅速
かつ詳細に掲載するよう
にする。

・スマートフォン向
けのホームページの
作成を検討するこ
と。

2

窓口
サービ
スの向
上

秘書課
会計課

・市民に親しまれるとともに分かりやすい
説明ができるように接遇研修等の充実を
図る。
・会計課窓口においては、納税者の窓口
応対で必要となる基本的な市税等の知
識、情報を共有化し、より一層、迅速な対
応を心掛け正確な出納事務を行う。職員
同士の情報共有化のため、平成２４年度
にマニュアルを作成し、平成２５年度以降、
新しい情報に更新していく。

窓口での市民の満足度が高まる。 実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
＜秘書課＞
・窓口応対等での住民満足度を高めるための研修等を実
施した。
・市独自研修：クレーム対応力向上研修など６研修を実施
し114名が受講した。
・外部研修機関（公益財団法人愛知県振興協会研修セン
ター等）実施研修：クレーム対応研修など４研修に27名が
受講した。
 ・その他、接遇に関する機関紙を発行し、接遇について考
える機会を提供した。
＜会計課＞
・会計窓口での納税者の窓口対応で必要となる基本的な
知識向上に心掛け、より迅速で正確な会計事務を行った。

【実施効果】
＜秘書課＞
・職員の意識改革、スキルアップ及び市役所の満足度の向
上に繋がった。
＜会計課＞
・市民サービス向上につながった。

＜秘書課＞
・接遇に関する研修等
を引き続き実施し、窓
口サービスの向上を
図っていく。

＜会計課＞
・職員同士の情報共有
化のため、マニュアル
作成する。

＜秘書課＞
・窓口対応等での住民満
足度を高めるための研修
等を実施した。
・市独自研修：コミュニケー
ション研修など5研修を実
施し、74名が受講。
・外部研修：接遇指導者養
成研修など5研修に派遣
し、16名が受講。

＜会計課＞
・会計窓口マニュアルを作
成し、職員同士の情報共
有化を諮った。

＜秘書課＞
・職員及びパート職員の意
識改革、スキルアップ及び
サービスの向上に繋がっ
た。

＜会計課＞
・納税者の窓口応対で必
要となる基本的な市税等
の知識、情報を共有化で
き、より一層、正確な出納
事務を行うことができた。

＜秘書課＞
職員が市役所の各々の
部署の業務について理
解を深め、職員の接遇
能力向上及び来庁者の
利便性の向上を図るた
め、「岩倉市役所コン
シェルジュ研修」を若手
職員を対象に実施する。
その他、接遇能力向上
につながるの研修の実
施、研修機関への派遣
を行う。

＜会計課＞
会計窓口マニュアルを更
に充実させる。

・接遇研修は行われ
ているが、金融機関
など民間の窓口対応
に学ぶべき点が多く
あるのではないか。

3

公文書
目録の
ホーム
ページ
公開

行政課

・行政が保有している情報を迅速かつ効果
的に公開していくための手段として、ホー
ムページを活用した公文書目録の提供を
実施する。
＜年度ごとの取組内容＞
・24年度・・公文書管理法に準じた文書取
扱事務に見直し（文書取扱規程等所要の
規定の改正を含む）
・25年度・・文書取扱事務に関する庁内研
修の実施
・26年度・・各課に公文書目録の見直しを
依頼し、整備を実施。
・27年度　公文書目録のホームページ公
開を実施。

行政が保有している情報を迅速か
つ効果的に公開することができると
ともに、文書管理をさらに適正に行
うことができる。

検討 検討 検討 検討 実施 【実績】
・文書管理システムは、現在自庁開発したものを用
いているが、平成25年度から市全体の財務会計や
グループウェア（LAN)などのシステムが更新される
ことに伴い、文書登録、起案、公開する文書目録の
件名管理が可能な新たな文書管理システムの導入
を検討したが、見送ることとなった。

【実施効果】
・文書管理については、現行の自庁開発によるシス
テムを改良しながら行う方針とした。

・職員による勉強会を
立ち上げ、これらの課
題を整理し、よりよい文
書管理のあり方、公文
書目録の公開を行うた
めに必要な方策につい
て検討する。また、併
せて文書管理について
の先進都市を調査す
る。
・文書のファイリングシ
ステムの基本を徹底す
る。

・勉強会を開催するまでに
至らなかったものの、課内
において文書管理の課題
を検討した。
・先進自治体の文書管理
について研究した。
・庁内で開発し、運用して
いる文書管理支援システ
ムについて、公文書目録
の公開に向けて起案文書
を同システムにより作成及
び登録するシステムに改
修し、運用を開始した。

・起案文書の登録を行うこ
とができるようになったこと
で、より正確な文書登録に
向けて一歩進めることがで
きた。

・岩倉市の文書取扱の
ルールを定めた文書取
扱規程について、公文書
管理法に準じた内容に
見直すとともに、規定し
てある内容を適切に理
解し、運用するよう各課
への周知徹底を図る。
・ボックスファイリングシ
ステムの基本を徹底す
るために、巡回点検を実
施する。

4

日曜市
役所の
実施日
の拡大

市民
窓口課

・日曜市役所を月３回開庁にしているが、
住民サービスの観点から毎週日曜日の開
庁にする。

窓口を拡大することにより、市民
サービスの向上が図られる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・平成23年５月から第２週の日曜日を除く日曜日の
午前８時30分～正午まで日曜市役所を実施した。平
成23年度の実施回数は36回、来庁者は974人（27人
/日）、証明発行件数　1,342件、対応した職員数は
延べ90人となった。
・職員の勤務における休日は、振替で処理した。
・３月に１回広報で周知している。

【実施効果】
・金曜日の時間延長時（午後５時～７時までの２時
間）よりも来庁者が増えた。
（平成22年度の来庁者は469人、９人/日）

・平成23年度の実績か
ら、市民の利便性の向
上を図るため、年末年
始以外の毎日曜日に
開庁するよう拡大して
いく。

・8月から第2日曜日も実施
し、以後は毎週日曜日午
前8時30分～正午まで日曜
市役所を実施した。年度間
実施回数は47回、来庁者
数は1,291人、証明発行件
数は1,982通、延べ職員数
は115人となった。
・一日当たりの来庁者数は
0.4人増加し、窓口での年
間発行数の4.3％であっ
た。
・職員の休日出勤は基本
的に平日への振替で処理
したが、休日割増しの発生
が平均単価換算で45千円
であった。
・3か月に1回、広報で周知
した。

・日曜開庁日を増やしたこ
とにより年間の総来庁者
数は増加した。第2日曜日
だけは実施しないことが利
用者に混乱を生じさせてい
たが、毎週開庁することで
安定的な利用につながり、
1日当たりの人数、発行数
にも増加がみられた。

・引き続き、毎週日曜日
午前中の開庁を実施す
る。

行政経営プラン推進
委員会からの意見

（平成25年8月）

平成24年度の実績
（実施内容）

平成24年度の実施効果 平成25年度の計画

　　
　
　
　
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
推
進

平成24年度の計画
平成23年度の実績（実施内容）

及び実施効果

年度目標
№

行政経営プラ
ンの

位置づけ
取組業務 所管課 取組内容 効果見込
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行政経営プラン推進
委員会からの意見

（平成25年8月）

平成24年度の実績
（実施内容）

平成24年度の実施効果 平成25年度の計画平成24年度の計画
平成23年度の実績（実施内容）

及び実施効果

年度目標
№

行政経営プラ
ンの

位置づけ
取組業務 所管課 取組内容 効果見込

5
総合窓
口の改
善

市民窓
口課

・窓口における案内係の配置を検討すると
ともに、多機能発券機を市民が多数来庁
する窓口に設置する。
※１階フロアの保険医療、年金の窓口に
設置する。（現在、転入・転出などの届出
窓口のみ設置あり）

来庁者の要望に沿った窓口への誘
導をすることにより、余計な時間を
かけず、スムーズに手続きを行うこ
とができる。窓口の市民に安心を与
えることができる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・届出（戸籍・住民異動）のみ発券機を利用してき
た。
・新情報システム検討委員会の総合窓口システム
ワーキンググループで、総合窓口の先進地である福
岡県大野城市、福岡県粕屋町を視察した。

【実施効果】
・届出窓口の混雑時、届出人の整理に活躍した。
・調査結果に基づき、窓口のサイン、目隠し、窓口の
色分けなどが必要なことがわかった。

・多機能発券機を設置
する。
・この発券機は、届出
（戸籍・住民異動）、国
保、後期高齢者医療、
年金、介護保険等目的
別に選択できるものを
導入する。
・案内係の配置につい
て検討する。

・多機能の発券機（番号札
発行機）に切り替えるととも
に台数を2台に増やした。戸
籍や住所の異動届出以外に
保険医療、年金等でも利用
できるようにした。
・カウンターの窓口ごとの仕
切り板（目隠し）を高くした。
・窓口の手続き種類を色分
けし、分かりやすい立看板を
設置した。
・番号札の利用法、来庁者
の窓口誘導方法を整理した
「職員誘導マニュアル」を策
定した。
・窓口案内としても貢献でき
るように職員による窓口案
内研修を実施することとし
た。

・番号札発行機の機能を
充実することで、来庁者が
受付名簿に記載する手間
がなくなった。受付名簿の
記載漏れによる受付漏れ
や待ち順の混乱が解消さ
れた。
・カウンターの仕切りが高く
なったことでプライバシー
に配慮され、安心して手続
ができるようになった。
・窓口の種類を色分けし、
分かりやすい立看板を設
置,することで、来庁者に分
かりやすく案内できるよう
になった。

・6月～8月に職員研修と
して、若手職員による市
役所コンシェルジュを実
施する。
・総合窓口に、通年での
コンシェルジュの設置を
検討する。

・今年度の若手職員
による取組への評価
にもよるが、岩倉市
庁舎の規模で通年で
のコンシェルジュと
しての設置は不要で
はないか。

6

がん検
診申込
み方法
の改善

健康課

① ホームページの活用
・ 申請書、申込書及び記入例等をダウン
ロードできるようにする。
・ 検診申し込み状況を効果的に公開して
いく。
② 申し込み方法の拡大
・ 往復はがき等の申し込みを取り入れる。

・申し込み情報の提供及び申し込み
方法の改善により受診者の利便性
を高め市民サービスの向上を図る。
・より多くの市民に受診していただく
ため、申し込みの利便性を高めると
ともに検診の情報を配信することに
より申し込みの機会を拡大し、申込
者の増加を図る。

検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・事前申込み受付件数（窓口受付）は、平成23年度
6,109件、平成22年度6,173件。
・課のグループ内で申込み方法拡大に向け打合せ
会議を実施した。
・他市町の資料を収集した。
・一部電話での申込みを開始した。

【実施効果】
・打合せ会議や資料の収集により、申込み受付方法
の課題を整理した。
・市民の利便性を図ることができた。

・取組内容の実施に当
たり、対象範囲等詳細
について検討する。
・平成24年度は、電話
での申込み受付の拡
大をする。

・他市町の資料収集を進
めるとともに、岩倉病院が
平日検診だけだったもの
を、土曜日検診の実施を
お願いした。
・電話での申込みの継続を
実施し、ホームページを利
用した申込み・検診状況の
公開・往復はがきによる検
診の申請を検討した。
・がん検診の概略等を説
明した「がん検診ガイド」の
作成を検討した。
・平成24年度の受付件数
は6,157件となった。

・平成25年度に向けて、岩
倉病院での毎月第1土曜
日午前中の検診の実施の
了解を得た。
・ホームページで検診申込
書の書式を決定した。
・往復はがきによる申し込
みを決定した。
・がん検診の電話予約を、
平成23年度は土・日の乳
がん・子宮頸がん検診だけ
だったものを、平成24年度
からは、平日の乳がん・子
宮頸がん・胃がん検診にも
拡大をした。
・平成24年度のがん検診
の受診率は、26.2％であっ
た。

・がん検診ガイドの配
布、申込み様式をホーム
ページに掲載、検診状況
の公開、電話申し込み
の継続、往復はがきによ
る予約の実施。
・岩倉病院の毎月第1土
曜日午前中の検診を実
施する。

・がん検診の受診率
についての上昇率を
記入すること。
・がん検診ガイドの
周知方法について研
究すること。

7
水道施
設の耐
震化

上下水
道課

・水道施設の耐震化計画については、平
成２３年度に策定する地域水道ビジョンの
中で、水道施設の基本的な耐震計画を立
てるが、特に、管路の具体的な耐震化計
画については、平成２４年度実施予定の管
路耐震化計画策定業務の中で、布設年度
から更新対象管路を選定し、重要度、優先
度を考慮しながら、財政計画を踏まえた管
路の耐震化計画を策定する。

・水道施設（建屋）の耐震化率
　平成22年度　　　　100％
・管路の耐震化率（実績）
　平成21年度　　　　9.2％
　平成22年度　　　  9.5％

※平成22年度の愛知県の平均
32.8％
　 平成22年度の全国の平均
18.4％

検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・地域水道ビジョンの策定業務の中で、水道施設の
基本的な耐震計画を策定した。

【実施効果】
・基本的な耐震計画を立てることで、今後の管路の
耐震化の方針が決定できた。

・管路耐震化計画策定
業務で管路の具体的
な耐震化計画を策定す
る。

・「岩倉市水道ビジョン」の
計画に沿って、管路耐震
化計画を策定した。
・管路の耐震化率（実績）
　平成23年度　　　11.5％
　平成24年度　　　11.5％

・基幹管路を対象に、今後
の管路耐震化計画の方針
が決定できた。

・平成26年度の基幹管
路耐震化工事に向け、
実施設計を行う。

・これまで建屋の耐
震化を進めてきたこ
ともあり、本市は耐
震化が県平均よりも
進んでいない。水道
はライフラインの根
幹をなすものなの
で、計画的に耐震化
に取り組むこと。

8

図書館
におけ
る開館
日の拡
大

生涯学
習課

・現在、月曜日は休館しているが、夏休み
期間中の月曜日や、ハッピーマンデー等
月曜日の祝日の開館を行う。週休日をなく
すための人的・予算的な問題点を検討し、
将来的には毎日開館（年末年始、業務に
よる休館を除く）を目指す。

・今後の予定
平成２４年度　　夏休み期間中の月曜日開
館
平成２５年度　　月曜祝日の開館
平成２６年度～　運営形態の検討

開館日を拡大することにより、市民
サービスの向上を図る。

138
千人

141
千人

145
千人

146
千人

147
千人

【実績】
・平成23年度から、月末の館内整理日（休館）が土・
日曜日と重なったときは、臨時開館することにした。
（平成23年度は３回実施）

【実施効果】
・年度目標の入館者数に比べ、１千人減（137千人）
であった。
・要因としては、平成23年３月に市役所と生涯学習
センターに返却用のブックポストを設置したため、返
却のための来館者が減ったことも考えられる。

・夏休み期間中の月曜
休館日の開館（６回）
と、引き続き館内整理
日の土日臨時開館（３
回）を実施する。
・本離れを防ぐために
も小さいときから読書
習慣を身につけるよ
う、児童書の充実を
図っていく。

・夏休み期間中、月曜休館
日（6日間）を開館すること
により、特に図書を利用し
て調べ学習をする、児童・
生徒の利便性が向上し
た。
・児童コーナー書架の一部
を低いものに取り替え、小
さな子どもにも利用しやす
くした。

・夏休み期間中の月曜開
館来館者は、前週平日の
平均と比較すると次のとお
りであった。
　第１週は60.2％。
　第２週は59.8％。
　第３週は59.5％。
　第４週は71.9％。
　第５週は72.5％。
　第６週は86.4％。
　月曜開館が徐々に周知
され、利用者が増加した。
　ただし、年間入館者数は
135千人と目標値を下回っ
た。

・月曜祝日の開館を実施
する。（平成25年度は9
日間）。
・12月28日の開館を実施
する。（従来は年末年始
は12月28日から1月4日
まで休館）

・平成24年度は、夏
休み中の開館を実施
したにも関わらず入
館者数が減少してい
る。入館者数の減少
の原因を探り、対策
を講じること。これ
に合わせて一層の開
館日の拡大について
検討すること。

9

ホーム
ページ
による
監査結
果の公
開

監査委
員事務
局

・現在、決算監査意見書をホームページに
より公開しているが、さらに定期監査、行
政監査などの監査結果をホームページに
より公開していく。

監査結果を公開することにより、行
政の透明性、信頼性が図られる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・県内38市のホームページでの監査結果公開状況
を調査した。
①県内38市中、何らかの監査結果をホームページ
で公開している市・・・23市
②その内、決算審査意見書以外の監査結果も公開
している市・・・17市

【実施効果】
・決算審査意見書に加え、定期監査、行政監査、工
事監査についても監査結果をホームページで公開
する方針とした。

・平成23年度に実施し
た定期監査・行政監
査・工事監査結果を掲
載する。
・平成24年度に実施す
る監査についても随時
ホームページで公開す
る。

以下の監査結果について
報告書等をホームページ
に掲載した。
・決算審査意見書（平成
22・23年度分）
・定期監査報告書（平成
23・24年度分）
・工事監査報告書（平成
23・24年度分）
・行政監査報告書（平成23
年度分）
・職員措置請求の監査結
果（住民監査請求結果報
告書）（平成24年度分・2
件）

・監査結果を監査の種類ご
とに公開することにより、
行政の透明性、信頼性の
向上が図られた。

・引き続き平成25年度の
監査結果についても報
告書等をホームページ
に掲載し、市民に対し積
極的に監査に関する情
報を提供していく。

（多機能発券機の設
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10

② 民
間活力
の積極
的活用

民間活
力等の
検討

企画財
政課

・行政の行う公共的サービスに民間の活
力やノウハウを生かし、良質で効率的な行
政運営を推進し、市民との協働という視点
で進める民間委託等の基本的な考え方に
ついては、平成20年度に「民間委託等検
討ガイドライン」にまとめられたところであ
るが、時代背景や制度の変化も速く、常
に、ブラッシュアップし、実践していく必要
があるため、検討会議を設置し、適切に対
応していくものとする。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　検討
・平成24年度　検討会議設置

民間の活力やノウハウを行政運営
に生かすことができ、行政には発想
しにくいサービスが展開できる可能
性がある。また、協働という市民力
が行政、自治に加われば、まちづく
りという側面においても魅力的なま
ちになっていく。検討会議を設置す
ることにより、それらのことを全庁的
な共通認識とし、検討することがで
きる。

検討 検討
会議
の設
置

実施 実施 実施 【実績】
・行政課と企画財政課で、民間活力の検討に係る所
管のあり方を協議をした。

【実施効果】
・総合的かつ横断的に民間活力等の検討を行い調
整する企画財政課と公の施設全体を統括する行政
課とが、多角的に制度や運用をチェックすることが
必要であることを改めて確認した。

・民間委託等検討委員
会を設置し、「民間委
託等検討ガイドライン」
の見直しに着手する。

・民間委託等検討委員会
の組織について検討した
が、設置には至らなかっ
た。

・民間委託等検討委員会
の設置に向けて準備をす
ることができた。

・公共施設等の民間委託につ
いては、これまでも検討委員
会を設置し、検討を重ね、可能
なものについては民間委託等
を実施して、一定の整理がなさ
れている。しかしながら、行政
サービスや公共のあり方も変
化しており、現行の事務事業
等検討委員会（設置要綱）を廃
止し、新たな組織を設置する。
　検討対象事項は、次のとおり
とする。
（１）平成20年度に作成した「岩
倉市民間委託等ガイドライン
の見直し（モニタリング制度（生
涯学習センターの指定管理者
に係るモニタリングの手法を参
考）等）
(2)これまで行政が行ってきた
事務事業に対し、ＮＰＯや民間
事業者などからの提案に基づ
く分担の見直しの制度　　　等

11

市民プ
ラザの
民間活
力の導
入

行政課・
企画財
政課

・現在市民活動団体（市内NPO法人）によ
り管理を委託している市民プラザについ
て、さらなる民間活力を導入し、より質の高
い運営管理をめざす。
＜年度ごとの取組内容＞
24年度～27年度　市民プラザの民間活力
導入についてどのような形がふさわしいの
かを検討する。続いて、現在委託している
NPO法人について、市民プラザの管理運
営を行う能力を有するか検討する。また、
公募をすることも想定し、公募に関する基
準作りを進めながら27年度までに結論を
出す。

民間活力を導入することにより、民
間の活力やノウハウを生かして、良
質で効率的な行政運営を推進する
とともに、市民との協働という視点
で市民プラザの運営を進めることが
できる。

検討 検討 検討 検討 実施 【実績】
・平成22年度に引き続き、市民活動支援センターの
運営業務と市民プラザの施設管理業務を併せて、
市内のNPO団体に委託した。

【実施効果】
・委託しているNPO団体は、平成22年度の市民プラ
ザ開館後大きなトラブルはなく委託業務を行ってき
た。このことから、市側委託先側の双方に市民プラ
ザの業務を委託することについてのノウハウが身に
ついた。

・平成24年度は、引き
続き平成22年度から委
託を行ってきた団体に
市民活動支援センター
の運営業務と市民プラ
ザの施設管理業務を
併せて委託する。
・民間委託等検討委員
会で民間活力導入の
あり方を検討事項とす
る。

・これまでと同様に、市内
NPO法人に市民活動支援
センターの運営及び市民
プラザの施設管理を委託
した。

・平成26年度からは、市民
活動支援センターの運営と
市民プラザの管理の委託
先をプロポーザルにより選
定することを決定した。

・平成26年度のプロポー
ザルの方法を検討する
とともに他課や先進市の
取組を研究する。

・平成25年度中にプ
ロポーザルを実施す
るとのことだが、そ
れに先立ち、市民プ
ラザをどのような形
態の運営とするの
か、指定管理者も含
めて検討するととも
に、市の考えを明確
にしておくこと。

12

民間委
託等の
導入に
伴うモ
ニタリン
グの仕
組みと
基準等
の整理

行政課

・行政の行う公共的サービスに民間の活
力やノウハウを生かし、良質で効率的な行
政運営を推進し、又は協働という視点で進
める民間委託等を行った後の評価を行う
モニタリングについての市の統一的な仕組
みと基準等について整理を行い、必要な
条例等の制定や改正を行う。

モニタリングの仕組みと基準等の整
理を行うことにより、適切な民間活
力の導入のあり方を判断することが
でき、市民サービスの拡大と効率的
な施設管理が促進される。

検討 検討 検討 検討 実施 【実績】
・現在、指定管理者制度を導入している施設（生涯
学習センター、希望の家、みどりの家など）ごとにモ
ニタリングを行った。

【実施効果】
・施設単体で見れば、モニタリングの効果は市民の
利便性の向上などにつながっていると考える。

・民間委託等検討委員
会において、モニタリン
グのあり方を検討事項
とする。

・指定管理者を導入してい
る施設においては、施設ご
とのモニタリングを行い、
効率的な行政運営を進め
た。

・市の統一的な仕組みとし
てのモニタリングについて
は、基準等の整理を行うこ
とができなかった。

・平成25年度から新たに
再編・整備する民間委託
等等検討委員会におい
て、モニタリングの仕組
みと基準等の整理を推
進していく。
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総合体
育文化
セン
ターへ
の民間
活力の
導入

生涯学
習課

・平成23年度から受付等業務を民間に委
託することにより、月曜日開館やトレーニ
ング室にトレーナーを配置してきたが、さら
なる民間活力を導入し、より質の高いス
ポーツ施設を目指す。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成２４年度　総合体育文化センターの
設置及び管理に関する条例の改正
・平成２５年度　一般公募、選定手続き及
び決定
・平成２６年度　実施

現行の部分委託を一歩進めること
で、施設管理・運営も含めて、より
効果的・効率的な運営が見込まれ
る。

検討 検討 検討 実施 実施 【実績】
・平成23年４月より民間事業者に受付等業務を委託
した。
・月曜開館を実施し、トレーニング室にトレーナーを
配置した。

【実施効果】
・月曜開館により、年間利用日数の増加（51日）が図
れた。
・トレーナーの配置により効果的なトレーニング指
導・相談ができる体制が整った。

・より効果的・効率的に
民間活力を活用するた
め、指定管理者制度を
導入できるよう、総合
体育文化センターの設
置及び管理に関する条
例の改正を検討する。

・総合体育文化センターの
設置及び管理に関する条
例の一部改正を行い指定
管理業務ができることと
なった。

・指定管理者制度を導入
することにより、施設修繕
などに対し迅速な対応が
可能となるとともに、民間
活力を利用したスポーツ教
室等の開催などができるよ
うになった。

・平成26年度から指定管
理を実施するため、業者
選定を行っていく。
・閉館日を「1月1日から4
日まで」を「1月1日から3
日まで」に変更し、開館
日数を増やす。
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生涯学
習セン
ター指
定管理
者のモ
ニタリン
グの活
用

生涯学
習課

・指定管理事業の実績報告や施設利用者
等市民の意見をもとに、指定管理者の客
観的な評価（モニタリング）を定期的に行
う。これを活用して指定管理者の業務改善
や選定を行っていく。

指定管理業務の改善により市民
サービスが向上する。

※財政効果については別紙参照。

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・施設管理事業実績報告や施設利用者等市民意見
をもとに、生涯学習センター運営協議会により指定
管理者の客観的な評価（モニタリング）を行った。こ
れを活用して指定管理者の業務改善及び選定を
行った。

【実施効果】
・採点方式によるモニタリング評価により、評価項目
ごとに数値化され、客観的な評価のもと指定管理者
の選定に寄与し、講座の質の向上に役立てた。

・本年度実施するモニ
タリングに関しては、項
目の評価項目・方法を
精査し、モニタリング結
果の精度を高める。

・施設の管理運営事業の
実績報告や指定管理者及
び行政による評価をもと
に、市民等からなる生涯学
習センター運営協議会を
開催し意見を求めた。管理
運営業務の評価に当たっ
ては、業務全般を評価項
目として細分化し、問題箇
所が分かりやすくなるよう
努めた。それにより得られ
た客観的意見を活用し、指
定管理者の業務改善につ
なげる取組をした。（モニタ
リング評価）

・生涯学習センター運営協
議会において多くの市民
等の意見を集めることがで
き、今後の生涯学習セン
ターの管理運営の質を上
げるための課題とすること
ができた。

・昨年度に引き続き、モ
ニタリングの評価項目や
評価方法を精査すること
で、指定管理者による管
理運営の質を高め、市
民サービスの向上と管
理運営経費の節減を目
指す。
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③ 環
境に配
慮した
行政施
策の推
進

環境基
本計画
の策
定・推
進

環境保
全課

・岩倉市における環境の保全及び創造に
関する施策を、市民・事業者・行政の連携
のもとで総合的かつ計画的に推進するた
めの指針となるものとして、環境基本計画
を策定する。
・計画策定後は、岩倉市環境審議会にお
いて進捗状況等を報告し、検証等を行い
ながら推進していく。

環境への負荷が少ない循環型社会
の形成を推進し、自然と調和した生
活環境の構築を実現するための施
策の方向性を示すことができる。

策定 策定 実施 実施 実施 【実績】
・環境基本計画策定委員会を設置し、策定業務に当
たった。平成23年度から２か年での策定で、23年度
は、市民・事業所アンケートを実施し環境基本計画
骨子（案）を作成した。

【実施効果】
・策定委員会を設置することで、市民・事業者・行政
との協働により、策定作業を推進することができた。

・計画素案を作成し、
パブリックコメントを実
施した後に計画書・概
要版を作成する。

・環境基本計画策定委員
会において、計画案を作成
し、パブリックコメント、岩
倉市環境審議会への諮問
及び答申を受け、計画を策
定した。

・市民・事業者・市の協働
により、計画を策定するこ
とができた。
・計画を策定することで、
循環型社会の形成を進
め、また自然と調和した生
活環境を築き上げていくた
めに必要な取組の指針と
するものができた。

・計画に基づき施策を実
行していく。

・計画の進捗状況の
確認等の方法、体制
を確実に整備してお
くこと。
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第３次
五条川
自然再
生整備
等基本
計画の
策定・
推進

環境保
全課

・平成７年に策定された第２次五条川自然
再生整備等基本計画の計画期間が、平成
22年度で終了したことを受け、第３次計画
を策定する。
・計画策定後は、岩倉市環境審議会にお
いて進捗状況等を報告し、検証等を行い
ながら推進していく。

五条川の自然環境を保全し、自然
と共生した川づくり、市民が親しみ
やすい水辺環境の整備を推進する
ことができる。

検討 策定 策定 実施 実施 【実績】
・策定に向けての事業計画を定めた。

【実施効果】
・策定に向けての準備ができた。

・五条川自然再生整備
等基本計画策定委員
会を設置し、策定業務
に当たる。業務内容
は、五条川の整備経過
と現状の把握、現行計
画の進捗状況と課題の
整理などを予定してい
る。

・五条川自然再生整備等
基本計画策定委員会を設
置し、策定業務に当たっ
た。平成24年度から2か年
での策定で、24年度は、計
画策定に向け必要となる
基礎的データを把握するた
め、現行計画の進捗状況
の評価、活動団体のヒアリ
ングを行うなど課題の整理
を行った。

・策定委員会を設置するこ
とで、市民団体等や河川
管理者である愛知県と連
携を取りながら策定作業を
進めることができた。

・計画素案を作成し、パ
ブリックコメントを実施し
た後に計画を策定する。
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第２次
地球温
暖化対
策実行
計画の
策定・
推進

環境保
全課

・平成21年度に平成24年度を目標年度と
して地球温暖化対策実行計画が策定され
て推進してきたが、その検証結果等を踏ま
え平成25年度に第２次計画を策定する。
・計画策定後は、岩倉市地球温暖化対策
推進委員会において進捗状況等を報告
し、検証等を行いながら推進していく。

市役所が地球温暖化防止のための
総合的な施策をまとめ、率先して行
動することにより市民及び事業者の
模範となり地球温暖化防止に寄与
することができる。

検討 検討 策定 実施 実施 【実績】
・現行計画を推進しており、地球温暖化対策推進委
員会を開催し、進捗状況の報告、検証等を行った。

【実施効果】
・市役所が率先して行動することにより、地球温暖化
防止に寄与することができた。

・引き続き現行計画を
推進しながら、地球温
暖化対策推進委員会
を開催し、進捗状況の
報告や検証を行う。

・現行計画を推進してお
り、地球温暖化対策推進
委員会を開催し、進捗状況
の報告、検証等を行った。

・市役所が率先して行動す
ることにより、地球温暖化
防止に寄与することができ
た。

・現行計画の検証を実施
する。
・検証結果を踏まえ、第
２次計画を策定する。

・現行計画の達成状
況がどのようになっ
たのか、報告するこ
と。
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第４次
一般廃
棄物処
理計画
の策
定・推
進

環境保
全課

・平成19年に策定された第３次一般廃棄
物処理計画の計画期間が、平成24年度で
終了することを受け、第４次計画を策定す
るもの。
・計画策定後は、岩倉市廃棄物減量等推
進協議会において進捗状況等を報告し、
検証等を行いながら推進していく。

岩倉市におけるごみ及び資源の発
生抑制並びに発生から最終処分に
至るまでの適正なごみ及び資源の
処理のあり方を明らかにすることに
より、環境への負荷をできるだけ少
なくした省資源・省エネルギー・資源
循環型のまちづくりを市民・事業者
と協働して推進することができる。

検討 策定 実施 実施 実施 【実績】
・現行計画を推進しており、岩倉市廃棄物減量等推
進協議会を開催し、進捗状況等を報告し、検証等を
行った。

【実施効果】
・広報等の啓発により市民及び事業者のごみ減量
に対する意識が高まり、ごみ減量に寄与することが
できた。
・本市のごみ収集量は、前年度と比較して134トン
（約1.5％）の減量となった。

・現行計画を推進しな
がら、第４次一般廃棄
物処理計画の策定を
行う。
・ごみ処理に係るコスト
については、市民に分
かりやすいコストの表
示方法を研究する。

・基本計画（平成25～30年
度）、推進計画（平成25～
27年度）、実施計画（平成
25年度）からなる第４次一
般廃棄物処理計画の案
を、基本計画については環
境審議会の審議を受け、
推進計画と実施計画につ
いては岩倉市廃棄物減量
等推進協議会の協議を受
け、策定した。
・平成25年3月15日号広報
において、平成23年度のご
み処理に要した費用につ
いて周知した。

・平成25年度を開始年度と
する、第4次の計画を策定
することができた。
・また、前計画に基づく施
策の推進によりごみ減量
が進み、本市のごみ収集
量は、前年度と比較して
197トン（約2.3％）の減量と
なった。

・計画に基づき施策を実
行していく。
・岩倉市廃棄物減量等
推進協議会において計
画の進捗状況等を報告
し、検証を行いながら計
画を進めていく。
・ごみ処理に要する費用
について、市民に分かり
やすく周知する方法を研
究する。

・小牧市に比べ、岩
倉市では１人あたり
のごみ排出量が多
い。排出の方法に違
いがあるため単純に
比較できないもの
の、小牧市と同程度
の排出量とするよう
努力してほしい。
・新しい処理施設の
稼働することも踏ま
えて、ごみの削減に
ついて市民への訴え
方の工夫すること。
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環境に
関する
調査結
果の公
表

環境保
全課

・毎年、五条川の水質調査、航空機騒音
測定、自動車騒音及び振動測定を実施
し、広報で調査結果を公表しているが、さ
らにホームページにより公表していく。

広報だけでなく、広く周知をすること
により市民サービスの向上を図るだ
けでなく、環境に対する関心を高め
ることができる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・五条川の水質調査、航空機騒音測定、自動車騒
音及び振動測定を実施した調査結果をホームペー
ジにおいて公表した。

【実施効果】
・広く周知をすることにより市民サービスの向上を図
ることができた。

・ホームページでの公
表を継続して実施し、
より市民にわかりやす
い見せ方の研究をす
る。

・五条川の水質調査、航空
機騒音測定、自動車騒音
測定、自動車振動測定の
調査結果をホームページ
において公表した。

・広く周知をすることにより
市民サービスの向上を図
ることができた。

・ホームページでの公表
について、より市民にわ
かり易い見せ方の研究
をする。
・市民の関心の高い
PM2.5に関する情報提供
について、市のホーム
ページと愛知県のホーム
ページをリンクさせ直接
確認できるようにする。
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④ 事
務事業
の見直
しと再
編

施策評
価の導
入

企画財
政課

・行政評価の評価方法を従来の事務事業評価（試行）か
ら、総合計画の進行管理をし各施策の着実な推進を図るた
め、施策評価に移行し導入する。総合計画の単位施策
（147施策）ごとに施策の評価を実施する。

＜年度ごとの取組＞
平成23年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
行政評価全体に関する施策評価導入前アンケート実施
・これまでの事務事業評価及びアンケート結果を踏まえた
施策評価のスキームの確立
・施策評価制度の構築、施策評価シートの作成、施策評価
マニュアル作成

平成24年度
・施策評価の実施
・施策評価結果のホームページでの公表
・導入後アンケートの実施
・外部評価のあり方についての検討

平成25～27年度
・施策評価の実施
・施策評価結果のホームページでの公表
・庁内アンケートの実施

これまでの事務事業評価は、実施
計画事業を対象とする一部の事業
についての評価であった。施策評価
は、施策の観点から主要な事業を
点検し、事業の過不足や類似事業
の見直しなどについて、事業横断的
な議論を促すことができる。また、総
合計画の進行管理に活用すること
により、全庁的な目標を持って施策
の推進のための改善改革の取組を
実施していくことができる。また、施
策評価結果を公表することにより、
透明性の高い市政運営の実現に向
けて、市民に説明責任を果たすこと
ができる。

検討 実施・
外部
評価
の検
討

実施 実施 実施 【実績】
・平成23年11月～平成24年１月の間で、行政評価作
業部会を計4回開催し、単位施策評価シートの検討
を行った。
・平成23年12月２日～28日に、全職員を対象とした
施策評価導入前アンケートを実施した。
・平成24年３月６日に関係課を対象とした説明会を
開催し、評価方法を周知するとともに、シートの作成
を依頼した。

【実施効果】
・行政評価作業部会において検討を重ねた結果、施
策評価の評価方法を確立することができた。
・施策評価導入前アンケートを全職員を対象に実施
したことにより、導入前における仕事や行政評価に
対する職員の考え方が一定把握できた。
・関係課を対象とした説明会を開催したことにより、
施策評価方法を周知することができた。

・担当課が作成した評
価のヒアリングを実施
する。
・評価結果を確定す
る。
・評価結果について
は、ホームページ公
表、議会への報告を行
う。
・施策評価導入後アン
ケートを実施する。
・来年度に向けての関
係課説明会を実施す
る。
・外部評価についての
検討を行う。

・平成24年5月に担当課ご
とに作成した施策評価のヒ
アリングを実施した。
・平成24年1月に、内部調
整を経て評価結果を確定
し、議会へ報告した。
・平成25年2月に、導入後
アンケートを実施し、平成
24年度施策評価シートの
提出を依頼した。

・単位施策ごとに施策評価
を実施することにより、施
策の観点から事業の効果
や必要性を確認することが
できた。
・総合計画の進行管理とし
て、施策の推進状況及び
目標指標の達成度を確認
することができた。
・施策推進のために必要な
取組について、検討するこ
とができた。

・平成25年4月に担当課
ごとに作成した施策評価
のヒアリングを実施す
る。
・平成25年9月に、内部
調整を経て評価結果を
確定し、議会へ報告し、
市ホームページで公表
する。
・平成26年2月に平成25
年度施策評価シートの
提出を依頼する。
・外部評価のあり方につ
いて検討する。

21

保存文
書のデ
ジタル
化

行政課

・保存文書のデジタル化に向け検討を行う
とともに、電子決裁の導入についても検討
を行う。

効果的・効率的な行政運営を行うことができる検討 検討 検討 検討 実施 【実績】
・文書管理システムは、現在自庁開発したものを用
いているが、平成25年度から市全体の財務会計や
グループウェア（LAN)などのシステムが一括で更新
されることに伴い、文書登録、起案、公開する文書
目録の件名管理などが可能な新たな文書管理シス
テムの導入を目指し検討したが、見送ることとなっ
た。

【実施効果】
・文書のデジタル化を行う場合は、デジタル化した文
書が原本であるということを証明が必要であり、この
技術を自庁開発することは難しい。したがって、今後
は、原本性の証明が不要な文書のデジタル化につ
いて検討する。

・職員による勉強会を
立ち上げ、これまでの
課題を整理し、よりよい
文書管理のあり方、デ
ジタル化の方法につい
て検討する。また、併
せて文書管理について
の先進都市を調査す
る。

・保存文書のデジタル化を
含めた文書管理の見直し
について、課内で検討を
行った。

・文書管理の一環として、
起案文書の登録を行うこと
ができるようにした。

・引き続き、保存文書の
デジタル化を含めた文書
管理の見直しについて、
検討を行う。
・保存文書のデジタル化
に関して先進自治体の
調査を行う。
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行政経営プラン推進
委員会からの意見

（平成25年8月）

平成24年度の実績
（実施内容）

平成24年度の実施効果 平成25年度の計画平成24年度の計画
平成23年度の実績（実施内容）

及び実施効果

年度目標
№

行政経営プラ
ンの

位置づけ
取組業務 所管課 取組内容 効果見込

22

道路・
水路台
帳デジ
タル化

都市整
備課

・道路・水路台帳の閲覧等情報提供を迅
速に行えるようデジタル化を図る。従来の
情報に加え認定等の告示に関する情報や
占用の状況、道路改修の履歴等確認でき
るようにする。

紙ベースで各々に保存されている
道路・水路に関する様々な情報をデ
ジタル化することにより、情報を一
元化し、窓口での対応などにおける
事務の効率化の向上が図れる。
また、改修履歴等の情報管理が容
易になることで長期的な道水路の
維持管理計画に活用できる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・岩倉市都市計画基本図修正業務において、道路
台帳デジタル化に対応した精度の測量を実施した。
また、水路の現況調査も実施した。

【実施効果】
・道路、水路共にデジタル化に向けた準備が整っ
た。

・平成23年度に実施し
た水路の現況調査結
果を基に、GIS等への
入力作業を実施する。

・道路台帳：平成24年度と
平成25年度の継続費によ
り道路台帳デジタル化業
務を発注した。
・水路台帳：平成23年度に
実施した水路の現況調査
結果を基に、ＧＩＳ等への水
路に関する基礎情報の入
力作業を始めた。

・道路台帳：委託業務発注
により平成26年度からの
運用が確実となった。
・水路台帳：平成24年度に
ＧＩＳへの入力が終わった
地域については、パソコン
での確認が可能となり、事
務の効率化が図れた。ま
た、事務が迅速化されたこ
とで、窓口での待ち時間の
短縮など市民サービスの
向上にもつながった。

・道路台帳：委託業務を
完了させることにより、平
成26年度からの運用を
目指す。
・水路台帳：引き続きＧＩ
Ｓへの水路に関する基
礎情報と、加えて水路へ
の占用物件などの諸情
報の入力作業を行い、
事務の効率化を促進す
る。

23

監査結
果の
データ
ベース
化

監査委
員事務
局

・監査で指摘・注意等された事項と対応状
況をまとめた「監査カルテ」を作成して、全
課と監査委員事務局で情報を共有する。

・監査で指摘や注意などをした事項
がどのように対応されたかを確認
し、業務リスクの所在を明確にする
ことにより、監査事務の効率化が図
られる。
・担当課においては、問題点を課内
で共有することにより、同じ指摘等
がなくなる。また、担当者が代わっ
た際にもリスクを未然に防ぐことが
できる。
・他課の受けた指摘等を知ることに
より担当する業務の参考とし、事務
の質を高めることができる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・監査の種類によりカルテへの掲載データを選択し、
カルテ様式・運用方法を決定した。

【実施効果】
・平成22・23年度の監査データで全所属分のカルテ
を作成した。

・平成23年度末現在の
カルテをグループウェ
アで公開する。指摘事
項の対応状況について
は担当課と協議し改善
を促していく。
・平成24年度の監査
データについては随時
カルテに記入し、年度
末にグループウェアで
公開することにより担
当課との情報共有を図
る。

平成24年度当初に平成23
年度末現在の監査カルテ
を、また、平成24年度末現
在のカルテをグループウェ
アで公開した。

・年間を通じ、まだ同じ注
意・指摘がなされることが
ある。監査カルテの作成も
2年目となり周知はされて
きているが、まだ十分活用
されているとは言えない状
況である。

・監査カルテにデータが
蓄積されてきたので、注
意・指摘事項の傾向を分
析し、その結果をグルー
プウェアで公開する。
・更なる監査カルテの利
用促進による改善効果
の向上により、全庁的な
情報共有と組織全体の
改善を目指す。

・監査の職務は、市
全体の事務を底上げ
できるという意味で
重要である。これか
らも、きちんと指摘
して、人財育成及び
文書事務の徹底に生
かしてほしい。
・監査カルテを十分
に生かし、積極的に
活用すること。

24

① 市
民参加
機会の
拡大

自治基
本条例
の制定

企画財
政課

・平成23年度に、「協働のまちづくり研究
会」を設置し、市民と行政で議論を重ね、
その議論の内容を「岩倉市市民協働の基
本指針～市民協働のルールブック～」とし
てまとめたが、次のステップとして、市民・
議会・行政の役割や責務などを明らかに
し、協働によるまちづくりをより発展させる
ために自治基本条例を制定するもの。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　自治基本条例の基礎調査・
準備期として、自治基本条例の事例整理
等基礎調査のための庁内検討会の設置
・平成24年度　条例案を検討するための
岩倉市自治基本条例検討委員会の設置
・平成25年度以降　条例に盛り込まれた趣
旨が生かされた市政運営

自治基本条例で、市民・議会・行政
の役割を明らかにし、自助・共助・
公助による市民自治・市民協働の
まちづくりを進めていくための仕組
みが構築できる。この条例に基づく
取組を全市的に推進することによ
り、協働のまちづくりがより発展す
る。

検討 制定 実施 実施 実施 【実績】
・平成24年１月から３月まで、庁内検討会を設置し、
平成24年度の検討の下準備のための議論を行った
（会議は４回開催）。

【実施効果】
・平成24年度に検討する基礎資料となる岩倉市自
治基本条例検討の手引きを作成した。

・市民委員10人と職員
10人とで構成する岩倉
市自治基本条例検討
委員会を設置し、10回
程度の会議を開催す
る。
・ホームページ、市の
広報等に経過を載せ、
一般の市民からも意見
を聴く。
・議会に関する記述に
関しては議会と調整す
る。
・10月にはシンポジウ
ムを開催する。
・パブリックコメントを経
て、議会に条例案を上
程する。

・平成24年4月から11月まで、
岩倉市自治基本条例検討委
員会の全体会を9回、途中3
部会に分かれ、それぞれ4
回・5回・6回開催し、市民自
治、協働、市政の仕組みなど
を学びながら、自治基本条例
について議論した。
・途中、パブリックコメント、シ
ンポジウム及び出前講座特
別編などで、委員会の委員以
外の市民参加を得て、策定に
反映させた。
・検討委員会の議論の結果
や市民からの意見等を参考
に、自治基本条例の案を作
成し、12月議会に提案し、全
員賛成で可決され、制定する
に至った。
・制定後は、職員に向けて、
説明会を行った。

・多くの市民の意見を反映
した条例を制定することが
できた。
・条例の制定によって、市
民、議会及び執行機関と
いうそれぞれの主体の役
割を明らかにし、協働のま
ちづくりのための仕組みを
明確にすることができた。
・また、市政を運営する上
の主要な制度について、今
後、新たに条例を制定する
必要があるものなどを含
め、整理することができ
た。

・自治基本条例の規定
に基づき、自治基本条例
審議会を設置し、条例の
実効性が確保されてい
るかどうかを検証する。
・自治基本条例のパンフ
レットを作成し、全戸配
布し、市民への周知を図
る。
・自治基本条例を周知す
るために、市民向けの周
知事業である出前講座
のメニューに掲げる。
・自治基本条例を周知す
るために、職員研修のカ
リキュラムにも組み入
れ、内部の理解を深め
る。

・各部署の判断で行
われているパブリッ
クコメントについて
全庁的なルールを定
めること。

25

② 市
民活
動・市
民協働
の活性
化

ひとり
暮らし
高齢者
や高齢
者夫婦
世帯等
の見守
りサ
ポート
隊の推
進

介護福
祉課

・平成２４年度に策定予定である「岩倉市
地域福祉計画」をベースとして、町内ごと
に地域の住民が中心となり、ひとり暮らし
高齢者や高齢者夫婦世帯等の日常的な
安否確認を行う見守りサポート隊を結成す
る。

行政の見守りには限界がある。地
域の住民が主体となり、日頃からの
声かけや見守り活動を行うことで、
住民間の絆が深まり、地域全体で
高齢者を支えるまちづくりに繋が
る。

検討 検討 検討 １地
域

３地
域

【実績】
・岩倉団地で、老人クラブや自治会役員を中心に民
生委員と連携し、見守りサポート隊として45人が、ひ
とり暮らし認定の高齢者90人を対象に、郵便受けや
照明の明かりを毎日確認する日常的な見守り活動
を平成23年度に本格的に開始させた事例があるの
で、計画策定の参考とした。

【実施効果】
・ひとり暮らし高齢者が自宅で安心して生活すること
ができ、孤立死の予防に効果があった。また、安否
確認を通し、見守り支援者とのコミュニティの発展に
も繋がった。一方で、一人の見守り支援者が複数人
を見守っており、負担が大きいため、支援者を増や
す必要があることがわかった。

・地域福祉計画策定の
中で、ひとり暮らし高齢
者や高齢者夫婦世帯
等の日常的な生活課
題を把握し、その見守
り支援に向けて地域住
民を中心とし、専門職
や地域福祉協力団体と
連携しながら、地域ご
との日常的な見守り手
法を検討する。

・地域福祉計画策定の中
で、地域住民が中心とな
り、ひとり暮らし高齢者や
高齢者夫婦世帯等の日常
的な生活課題を把握し、そ
の見守り支援に向けて、①
住民が主体となって取り組
むこと、②住民と行政や社
会福祉協議会が協働して
取り組むこと、の双方の視
点から具体的な取組を検
討した。
　また、既に見守り活動に
取り組んでいる岩倉団地
の見守りサポート隊と引き
続き情報交換を行った。

・地域福祉計画策定の中
で、住民が中心となり、見
守り支援に対する様々な
取組方法の意見を出し合
い、また取り組む時期を検
討したことで、計画のなか
に具体的な取組を盛り込
むことができた。
　また、既存の活動団体と
の情報交換の中で、問題
点の発見に繋がり、より良
い見守り方法の検討に繋
がった。

・地域福祉計画を推進し
ていくなかで、計画の中
に挙げられた見守り支援
に対する具体的な取組
を、地域の特性に合わ
せて検討していく。
・見守り体制を1地域で
確立するための準備を
する。

・目標の地域数にこ
だわらず市内地域で
見守りサポートがで
きるよう努めるこ
と。

26

五条川
沿いの
桜並木
の保
全・再
生

商工農
政課

・岩倉五条川桜並木保存会と協働で、寿
命といわれる樹齢60年を迎えつつある五
条川の桜の保全と再生のため、不要枝、
枯れ枝等の剪定と市が購入した肥料の打
ち込みを行う。また、後継木（枯れた後に
植えた木）の場合には嫌地（いやち・以前
に桜が植えられていた場所に再び桜を植
えると育ちにくいこと）という生理上の問題
があるため、不定根（枝や幹など本来根が
生える場所以外から生えた根）やひこばえ
を育成することにより、その木自体を再生
させる試みを行う。

本市の貴重な地域資源である五条
川の桜並木を将来に残すことで、市
民との協働によるまちづくり活動の
活性化が図れる。

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・岩倉五条川桜並木保存会の会員延べ222人と協働
で、桜への肥料の打ち込みを年6回、不要枝・枯れ
枝等の剪定を年8回実施した。また、五条川流域の
区と協働で、胴吹き・ひこばえ切りと五条川下流域
清掃を実施した。

【実施効果】
・岩倉桜並木保存会会員や五条川流域区の住民な
どと協働で、市のシンボルである五条川の桜並木の
保全と景観の向上を図った。

・引き続き、岩倉五条
川桜並木保存会や五
条川流域の住民などと
協働して、五条川桜並
木の保全・再生活動を
計画的に進める。

・昨年度に引き続き、岩倉
五条川桜並木保存会の会
員延べ231人と協働で、桜
への肥料の打ち込みを年6
回、不要枝・枯れ枝等の剪
定を年6回実施した。また、
五条川流域の区と協働
で、胴吹き・ひこばえ切りと
五条川下流域清掃を実施
した。
・桜並木の保全について市
民の皆さんに関心をもって
もらうため、独自でチラシを
作成し、市広報と同時配布
をした。

・岩倉桜並木保存会会員
や五条川流域区の住民な
どと協働で、市のシンボル
である五条川の桜並木の
保全と景観の向上を図っ
た。
・平成24年度末の会員数
は平成23年度末と比べ、
94人から104人と増加し
た。

・引き続き、岩倉五条川
桜並木保存会や五条川
流域の住民などと協働し
て、五条川桜並木の保
全・再生活動を計画的に
進める。
・新規会員の募集を行う
ほか、募金箱を置いても
らう店舗を増やすなど、
多くの皆さんに桜並木の
保全に関心を持ってもら
うための活動を行ってい
く。

・桜並木をただ保存
するという活動だけ
でなく、観光資源と
してどのように岩倉
の桜並木を育ててい
くかという将来的展
望に立った上で、保
存活動や経費捻出な
どを組織的に行なう
仕組みを検討するこ
と。

　
　
　
　
よ
り
確
か
な
市
民
協
働
の
推
進

（２）
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27

少年消
防クラ
ブによ
る防火
PR活動

消防本
部

・各小学校に少年消防クラブを発足させ
る。
・防火・防災に対する知識を深めるため、
少年消防クラブに消防学校の１日入校を
はじめ、市防災訓練等へ参加してもらうこ
とにより一層の防火PRに資するよう取り組
む。

市民の防火意識高揚とともに、次世
代の地域防災の担い手が育成され
る。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・平成24年度からの正式な少年消防クラブ発足に向
け、７月26日に、市内５小学校の６年生の代表者30
名で、愛知県消防学校一日入校を実施し、地震体
験や消防車の試乗、放水体験を行った。

【実施効果】
・愛知県消防学校一日体験入校を行うことで、消防
への関心が深まり、平成24年度発足に向け準備が
できた。

・少年消防クラブを発
足し、愛知県消防学校
の一日体験入校を行
う。また、平成25年度
以降の防災訓練等へ
の参加に向け、関係機
関との調整を図る。

・平成24年4月、各小学校
で正式に少年消防クラブ
が発足した。クラブ員は小
学校6年生全員の439名で
ある。同年7月26日に各小
学校から代表27名が、愛
知県消防学校１日体験入
校を実施した。

・クラブ員に対して、消防・
防災についての関心と興
味を持っていただき、次世
代の防火・防災を担う人材
に寄与することができた。

・愛知県消防学校への
一日体験入校や市が主
催する防災訓練の初期
消火訓練への参加を依
頼する。また、少年消防
クラブの制服を貸与す
る。（ベスト・帽子を50
セット購入）
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救命知
識・技
術の普
及・啓
発

消防本
部

・高齢化社会の救急需要の増大に伴い、
心肺停止傷病者が増加している社会情勢
の中、より多くの市民が心肺蘇生法・AED
（自動体外式除細動器）の取扱いなど、救
命知識・技術を習得するために講習会へ
の更なる参加を促すため、署ホームページ
での募集、防災会での訓練項目に取り入
れる。また、応急手当の指導員として自主
防災組織から指導員の養成を行う。

意識や呼吸のない人（心肺停止傷
病者）と遭遇したとき、講習を受講し
ていれば、助かるかもしれないとい
うことを認識していただくことにより
救命率の向上につながる。

２００
人

7.8％ 8.3％ 8.8％ 9.3％ 【実績】
・15回の上級・普通救命講習会を開催し、151名の
受講者があった。これにより、累計で3,519名の市民
が修了証保持者となり、市民の7.3％が受講したこと
になる。

【実施効果】
・43件の心肺停止傷病者に対し、現場に居合わせた
人による心肺蘇生が実施されていた件数が23件で
あり、実施率が50%を超えていることは、継続した普
通救命講習会等を実施してきた効果であると考え
る。

・救命講習の基本は、
普通救命講習であり、
応急手当講習会参加
者に普通救命講習会
の重要性を説き、参加
を促す。また、企業や
団体に積極的にPRを
行い、受講者の増加を
図る。

・市民周知の啓発活動とし
て、救急医療週間でのピア
ゴ岩倉店や市民ふれ愛ま
つりでのデモや受講の呼
び掛け、市内事業所や介
護施設、幼稚園への受講
案内の送付を行った結果、
上級2回を含め、31回の講
習会が開催でき480名が受
講し、昨年比329名増加し
た。
・平成24年度で修了証を交
付した受講者は3,830名と
なり、市民の8.04％が受講
したこととなる。

・39人の心肺停止傷病者
に対し、現場に居合わせた
人による心肺蘇生法実施
者が18人と昨年より減少し
ているが、約半数が応急
手当に携わっており、その
内4名の方が受講者であっ
たことから、継続した普通
救命講習会等の効果であ
る。

・前年同様、救急医療週
間や市民ふれ愛まつり
等のパブリックスペース
での啓発活動、新規事
業所への受講案内及び
毎月1日号での広報紙に
よる受講案内等で応急
手当の重要性をPRして
いく。
・また、事業所等にAED
の設置を促していく。

・日本赤十字社岩倉
支部が開催する救命
講習を合わせて計上
することにより、本
市住民のうち受講者
の割合が正確に把握
できるのではない
か、検討すること。
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③市民
と行政
の情報
の共有

市民と
の協働
による
広報紙
作り

秘書課

・広報モニターの設置
・広報ネットワークの構築による市内情報
の収集
・広報紙の読みやすさ・わかりやすさのレ
ベルアップ
・市民との協働による広報紙制作

・親しみやすく読みやすい広報紙の
作成
・ 市民目線で広報誌を作成するた
め、市民に分かりやすい。
・身近なまちの情報を提供してもら
えるために地域資源の掘り起こしな
どにつながる。

実施 設置 意見
等の
反映

取材
等へ
の協
力

市民
制作
ペー
ジの
作成

【実績】
・広報モニターを平成24年３月に設置した。

【実施効果】
・市民の方から広報活動への意見や身近な情報を
提供していただく仕組みができた。

・広報モニターの意見
を反映した広報紙づく
りを行う。
・広報紙で使う文字を
ユニバーサルフォント
に変更し、文字が見や
すくなるように改善す
る。

・広報モニターの定員を10
人から12人に増員し、行事
等の写真や地域情報の提
供がされた。
・広報にユニバーサルフォ
ントを使用した。

・広報モニターから広報紙
に対する意見や地域情
報、写真が提供される仕組
みが確立した。

・より親しみやすく読み
やすい広報紙を制作す
るため、広報モニターの
意見を取り入れる。
・広報モニターのネット
ワークの拡充を図り、市
内のあらゆる情報を収
集し広報紙に掲載すると
ともに広報モニターによ
る広報紙制作の参加に
ついて検討する。

・広報モニターから
の意見がどのように
広報に反映されたか
を記述すること。
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広聴活
動の一
層の充
実

秘書課

・ 市政モニター制度の実施
・ タウンミーティングの実施
・ いどばた広聴の実施
・ 市民の声・私の提案の反映
・ インターネットを利用したアンケート方法
等の検討

・市民本位の市政推進 実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・市政モニター会議、タウンミーティング、 いどばた
広聴、市民の声を実施した。また、その内容をホー
ムページで公開した。
・私の提案制度を導入して、その内容を庁議で諮り
市政運営に取り入れた。

【実施効果】
・前年度よりタウンミーティングは２回増の７回、いど
ばた広聴は１０３人増の２２１人の参加者があり、多
くの意見を聴くことができた。

・タウンミーティング（平
成24年度目標：７回）、
いどばた広聴の回数
（平成24年度目標：150
人）の参加を多くするこ
とで、より多くの市民の
意見を取り入れること
ができるようにする。
・窓口で改善すべきこと
を聞き取った事項を
シートに記載して処理
ができる仕組みを作
る。

・タウンミーティングは２団
体延べ70人で実施した。
・いどばた広聴は3回205人
の規模で実施した。
・自治基本条例や特定検
診実施計画などの策定段
階でホームページからもパ
ブリックコメントを実施し
た。

・市の施策の周知が図ら
れた。
・市民から多くの意見を聴
くことができた。
・市民の声・私の提案は、
投書によるものなど計230
件あり関係課と連携をとり
市政への反映に努めた。

・タウンミーティングにつ
いて、テーマを定めず懇
談の形式も可能とするよ
う改正する。
・対象団体の範囲拡大を
検討する。

・市民の意見を聞く
際に、年配の方の意
見に偏らないような
配慮工夫が欲しい。
若者を対象とした意
見会を開くことを検
討してはどうか。
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公共情
報の発
信

企画財
政課

・災害情報、不審者情報その他行政が市
民に対する公共情報について、当該情報
の種類によって、テレビ、ラジオ、インター
ネット、携帯電話を含めた適切な伝達メ
ディアにより速く、広く伝達するという仕組
みを構築する。
・携帯電話の場合は、個人が必要とする情
報のカテゴリーを選択できるようにする。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　検討
・平成24年度　調査・研究
・平成25年度　導入

現在の防災ほっとメールや学校に
おける不審者情報は、それぞれの
管轄部署で推進をしているところで
あるが、他の公共情報についても現
在の伝達メディアだけではなく、ニー
ズに合った情報が迅速に個人の携
帯電話へ送付されることにより、地
域の安心・安全・まちづくりなどの発
展に寄与する。

検討 調査
研究

実施 実施 実施 【実績】
・情報提供のために利用している同種のメール配信
サービス及びその目的や形態を整理し、統合の可
能性と有効性について検討した。

【実施効果】
・情報提供の目的及び内容によるサービスの統合を
行うことが有効であることが確認できた。

・公共情報のメール配
信について、平成25年
度の導入に向けて調査
研究を行う。
・携帯電話へのメール
配信においては、防災
情報やイベント情報の
メール配信サービスの
統合について調査研究
を行う。
・ニーズに合った情報
が迅速に伝達できる仕
組みとして、情報の分
類等について関係各課
と調整を行う。

・公共情報のメール配信に
ついて、特に携帯電話へ
のメール配信において、学
校の緊急メール情報サー
ビスを除く、防災情報やイ
ベント情報のメール配信
サービスの統合について
調査研究を行った。
・ニーズに合った情報を迅
速に伝達するための情報
の分類等について関係各
課と協議調整を行った。
・公共情報メール配信シス
テムの仕様書（案）を作成
し平成25年度の導入・実施
に向けた準備を整えること
ができた。

・情報提供の目的及び内
容によるサービスの統合と
防災行政無線や緊急速報
メールとの連携が可能とな
るメール配信システムサー
ビスを平成25年度中に提
供することができる。

・一般市民向けのサービ
スとして、お知らせする
行政情報をカテゴリーご
とに分類し、個人ごとに
必要とする情報のみを
携帯電話等にメール配
信するシステムを構築、
導入し、広く公共情報の
情報提供を行うために、
平成26年度の本格導入
に向けた準備に努める。
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緊急
メール
登録者
の拡大

学校教
育課

・現在、市内各小中学校において、事前に
登録している保護者等に対して不審者情
報や学校からの急を要する連絡などを携
帯電話等に緊急メールとして発信している
が、周知を図り更なる登録者の増員に努
める。
①学校のホームページ等でPRに努める。
②発信する内容を検討し、必要とされる情
報としていく。

学校から緊急に伝えたい情報を迅
速かつ正確により多くの保護者に
対して発信することができる。

小：
87%
中：
74%

小：
88%
中：
77%

小：
89%
中：
80%

小：
90%
中：
82%

小：
91%
中：
84%

【実績】
・従来は不審者情報が主であったが、学校行事やイ
ンフルエンザによる学級閉鎖状況等、発信する情報
を見直した。

【実施効果】
・小中学校共に、登録率は５％増加した。
平成22年度　小82％　中69％
平成23年度　小87％　中74％

・引き続き発信する内
容の検討や保護者へ
の周知に努め、登録者
の増加を図る。

・不審者情報に加え、学校
行事やインフルエンザによ
る学級閉鎖状況等、保護
者が求めるリアルタイムな
情報を発信した。また、保
護者への周知を図った。

・登録率は小学校は７ポイ
ント、中学校は５ポイント増
加した。
平成23年度　小87％、中
74％
平成24年度　小94％　中
79％

・引き続き発信する内容
の検討や保護者への周
知に努め、登録者の増
加を図る。

（市民のうち普通救命講習参加者の割
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行政経営プラン推進
委員会からの意見

（平成25年8月）

平成24年度の実績
（実施内容）

平成24年度の実施効果 平成25年度の計画平成24年度の計画
平成23年度の実績（実施内容）

及び実施効果

年度目標
№

行政経営プラ
ンの

位置づけ
取組業務 所管課 取組内容 効果見込

33

市議会
におけ
る市民
への情
報発信

議会事
務局

①「市議会だより」のページ数の増、カラー
化、市民の声、議会報告会の記録等を掲
載し、市民に議会情報をわかりやすく、読
みやすく、また議会を身近に感じてもらえ
るように紙面を工夫する。
②ホームページを活用し、「市議会だより」
より多くの情報を提供する。
・ 各常任委員会の会議録の公表
・ 行政視察の報告書

市民に議会を理解してもらう。 検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・市議会だよりについて、今まで単色であった紙面を
２色刷りとし、見やすくした。また、頁数を12頁から16
頁とした。このことにより議案等に対する各議員の
賛否、議会報告会の会議録等が新規に掲載され
た。
・ホームページにおいて、本会議の録画中継を実施
した。

【実施効果】
・２色カラー印刷や題字の書式を変更したことで、以
前より親しみやすい紙面となった。
・「見やすくなった」という市民の声があった。

市議会だよりを読みや
すい紙面にするために
・市民に関心の高い行
政視察の掲載内容を
充実させる。
・近隣市町の広報等を
参考にし、レイアウトを
再考する。
・表紙の写真を市民か
ら公募する。
ホームページについて
・政務調査費の公開を
実施する。
・委員会の会議録の公
開を実施する。

・広報特別委員会の委員5
人と職員2人が、愛知県町
村議会広報研修会に参加
し、議会だよりの紙面づくり
を勉強した。
・審議の結果だけでなく、
質疑内容等を記載するよう
「議会だより編集方針」を
見直した。
・表紙の写真を一般公募し
た。
・ホームページには、議会
基本条例の23年度実績に
基づく検証結果、政務調査
費の使途、委員会会議録
を掲載した。

・愛知県町村議会広報研
修会に参加し、議員共々
勉強したことを今後の紙面
づくりに生かすため、委員
同士で協議し編集方針を
改正できた。
・表紙の写真を一般公募
し､2件の応募があったが、
採用できなかった。
・ホームページに、議会基
本条例の検証結果、政務
調査費の使途、委員会会
議録を掲載したことにより
これらの透明性を確保し
た。

・表紙をフルカラーとし、
引き続き表紙の写真を
一般公募するが、写真
サークル団体にも応募を
お願いする。
・平成25年度も愛知県町
村議会広報研修会に参
加し、「見やすい」「親し
みやすい」紙面づくりに
努める。

34
①歳入
確保の
強化

人口増
加策と
新たな
企業の
誘致に
よる市
税収入
の増

企画財
政課・商
工農政
課

＜人口増加策＞
・平成22年国勢調査では本市の人口は減少に転じ
たが、その要因を分析し今後の課題を抽出すると
ともに、人口増加施策について調査研究を進めて
いく。
・現在のところの施策案としては、ハード面として第
4次総合計画、都市計画マスタープランに沿い、市
街化調整区域を利活用することなどが挙げられ、
ソフト面としては、まちの魅力を高め、住んで良
かった、住み続けたいまちという目標に向かって次
の事業などを行うことが想定される。
　・まちの魅力情報発信事業
　・これから岩倉市に転入して長期間住居する方に
対する行政サービスの特典付加事業
　・空家情報と行政保有情報の有機的リンク事業
＜新たな企業の誘致策＞
・安定した税収の確保と新たな雇用の創出を図る
ため、優良企業を誘致する。また、市内企業が市
外へ転出することなく事業継続できるよう必要な施
策を講じる。

・人口増加施策を展開することによ
り、本市が将来的にわたって持続的
に発展していくために求められる
ハード・ソフト両側面から都市の礎
を築いていくことができる。
・新たな企業誘致に努めることで、
税収の増加につながる。

検討

検討

調査
研究

検討

実施

実施

実施

実施

実施

実施

【実績】
＜人口増加策＞
・人口増加策については、今後の進め方について議論を重ね
た。
＜新たな企業の誘致策＞
・高度先端企業の誘致を積極的に進めている先進市の事例
調査を行った。
・将来的な機構改革を視野に入れつつ、庁内横断的なプロ
ジェクトチームを企画財政課を中心として組織し、研究、検討
を進めることを議論した。

【実施効果】
＜人口増加策＞
・転出入などの統計データを分析することが必要であること、
岩倉市の特徴や特性を生かした施策が必要であることが確認
でき、次年度以降、実践に移すこととした。
＜新たな企業の誘致策＞
・課題・問題点を探るための情報を得ることができた。
・機構改革については、秘書課が所管しており、問題点を認識
し、庁内全体の組織機構改革を含め平成24年度に組織機構
検討委員会で議論することとした。

＜人口増加策＞
・市民窓口課において、転
入・転出・転居による異動
者に対し、異動の要因や
背景、なぜ岩倉を選んだ
かなどのアンケート調査
を、また、名古屋駅前で、
岩倉市の認知度調査をそ
れぞれ行う。
・転出入の統計データを分
析し、今後の人口増加施
策の基礎データを収集す
る。

＜新たな企業の誘致策＞
・企業誘致についての庁
内横断的なプロジェクト
チームを組織し、議論を進
める。
・組織機構検討委員会を
開催する。

＜人口増加策＞
・職員による「政策創造研究塾」と
ともに、市民窓口課において、転
入・転出・転居による異動者に対
し、異動の要因等のアンケート調
査、名古屋駅前で、岩倉市の認知
度調査を行った。さらに、転入出の
統計データを分析した。
・これらの政策創造研究塾の活動
及び研究結果としての政策や事業
を三役に提案した。
・「政策創造研究塾」については、
平成25年1月に、提案された事業
を具体化するために業務としての
組織「政策創造研究プロジェクト
チーム」に再編され、引き続き、、
計4回の会議を開催し、詳細につ
いて協議した。

＜新たな企業の誘致策＞
・平成24年7月にプロジェクトチー
ムを設置し、4回の会議を開催し、
産業活性化の制度について協議し
た。

＜人口増加策＞
・岩倉市の知名度を上げる
ための方策の一つとして、
ふるさと納税制度の見直し
を中心に協議を進め、平成
25年度中に、予算化し、事
業を行う方向性が見い出さ
れた。
・その他の提案された施策
についても、順次具体化し
ていく道筋が示された。

＜新たな企業の誘致策＞
・課を横断した共通認識を
得ることができた。その上
で、制度の概要を固め、庁
内合意を得るまでの準備
を整えた。

＜人口増加策＞
・岩倉市の知名度を高め
る方策の1つとして、現
在のふるさと納税制度を
刷新する。
・政策創造研究プロジェ
クトチームの議論を踏ま
え、他の人口増加政策
についても、順次実現に
向け、詳細を詰めてい
く。

＜新たな企業の誘致策
＞
・庁内合意を得て、制度
化に向け、再度、プロ
ジェクトチーム及び所管
する部署で協議を行う。

・企業誘致を進めなが
ら、子育て世代の住み
たいまちづくりにより
人口増加が図れるよう
な施策を研究するこ
と。
・新たな企業誘致は、
これまで歳入確保のた
めの手立てとして考え
られたためこの項目に
入れられている。一
方、直接大きな歳入増
にはつながらないが、
店舗など人の流れを生
み出したり、街を明る
くする企業という視点
での誘致を考えたなら
誘致できる企業もある
と考える。

35

負担の
公平性を
保つため
の課税
対象の
把握（土
地の現
況調査
及び家
屋の全
棟調査）

税務課

・土地の現況調査及び家屋の全棟調査につい
て、計画的に市内全域を実施していく。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　家屋の全棟調査について、市販
の住宅地図に家屋調査表から住宅を落とし込ん
だ図を作成した。その結果、課税漏れは約360
件、内、免税点（20万円）以上が約250件あり、
23年度は約80件実施課税賦課をした。
・平成24・25年度　免税点以上の課税漏れにつ
いて、2年間で課税賦課を終了する。
・平成26・27年度　今後は調査漏れが激減する
と思われるため、3年に一度評価替えに合わせ
て地図を作り直して全棟調査を毎年実施する。

公平かつ適正な課税をすることが
目的であり、その結果税収アップに
つながる。

※財政効果については別紙参照

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・土地については、法務局からの税務通知等の資料
に基づき、720件の現地調査を実施した。
・家屋の全棟調査を354件実施した。（調査物件の内
容は、ほとんどが倉庫や物置など簡易な家屋が多
く、床面積も小さく評価額も低くなっていて免税点以
下が多い）

【実施効果】
・土地については、150筆の地目修正で1，412千円
を増収した。
・家屋については、72件の課税で1，056千円を増収
した。

・土地についても引き
続き現況調査を実施し
ていく。
・家屋については、平
成24年度も引き続き免
税点以上の課税漏れ
約100件を課税賦課す
る。

・土地については、法務局
からの税務通知等の資料
に基づき、432件の現地調
査を実施した。
・家屋については、前年に
図面上で調査をした354件
のうち103件の現地調査を
実施した。

・土地については、130筆
の地目修正で1，619千円
の増収となった。
・家屋については、101件
の課税で891千円の増収と
なった。

・今年度に家屋位置図を
デジタル化することによ
り、課税データとの不一
致が把握できることとな
る。さらに精度を上げて
未評価家屋を特定し、課
税を行う。

36

コンビ
ニエン
スストア
収納の
実施

税務課

・国民健康保険税に加え市税についてもコ
ンビニエンスストア収納を実施する。
・納期限の過ぎた税についても納付できる
よう関連するシステムを改修する。
・嘱託徴収員を１名減員とし、３名とする。

納付場所にコンビニエンスストアが
加わることで、２４時間、１年中納付
が可能となり、遠隔地へ転出した場
合にもその場所で納付場所が確保
でき、納税者の利便性が大幅に向
上する。

※財政効果については別紙参照

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・税関係システムの改修等コンビニエンスストア収納
開始に向けた環境整備を行った。
・全税目についてコンビニエンスストア収納を開始す
ることについて、広報、ホームページで周知した。

【実施効果】
平成24年度当初から全市税のコンビニエンスストア
収納を開始できる環境を整備できた。

・送付する納付書にコ
ンビニエンスストアで収
納できることを記載す
るとともに、広報に定期
的に記事を掲載して、
全市税のコンビニエン
スストア収納の開始を
ＰＲしていく。
・納付機会の拡大に併
せて市税等徴収員１名
の減員を行う。

・市県民税、固定資産税・
都市計画税、軽自動車税
についてコンビニエンスス
トア収納を開始した。
・納期限を過ぎた税（滞納
繰越分を含む）についても
コンビニエンスストアで収
納できる納付書を発行し、
収納機会拡大に努めた。

・固定資産税・都市計画税
の8.24％、市県民税普通
徴収分の17.50％、軽自動
車税の36.17%がコンビニエ
ンスストアで納付された。
・国民健康保険税の18.09%
がコンビニエンスストアで
納付され、平成23年度に
比べて6.18ポイント利用率
が向上した。

・広報・ホームページ等
を通じて制度の周知に
努める。
・先進自治体の取組等を
調査し、時代の状況に
あった納税環境について
研究する。

37

インター
ネット公
売の実
施

税務課

・捜索の実施などにより差し押さえた動産
等をインターネット公売の仕組みを利用し
て換価する。

差し押さえ財産の換価が効率的に
進められることに加え、滞納整理に
取り組む市の姿勢を広く周知するこ
とで、新たな滞納の発生を抑制する
効果が見込まれる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・インターネット公売を実施するため、滞納者宅の捜
索に向けて準備を進めた。

【実施効果】
・インターネット公売実施の環境が整った。

・高額滞納者を中心に
対象者を選定し、捜索
を複数回実施する。
・インターネット公売に
ついて、ホームページ
等で周知を図り実施す
る。

・滞納者宅の捜索を実施し
たが、公売にかけるに足り
る動産を発見できなかっ
た。

・公売を実施できなかっ
た。

・捜索を実施することが
適当な事案については、
捜索を実施する。
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行政経営プラン推進
委員会からの意見

（平成25年8月）

平成24年度の実績
（実施内容）

平成24年度の実施効果 平成25年度の計画平成24年度の計画
平成23年度の実績（実施内容）

及び実施効果

年度目標
№

行政経営プラ
ンの

位置づけ
取組業務 所管課 取組内容 効果見込

38
市税の
収納率
の向上

税務課

・早期の納税催告を実施して新たな滞納
の発生を抑制するとともに、財産調査を徹
底し、担税能力がありながら納付に応じな
い滞納者には、早期に滞納処分を実施す
る。
・また、市・県民税では法で定められている
事業者には特別徴収を推進し、収納率向
上に努める。
・地方税滞納整理機構に参加していく。

　市税は、平成22年度の県内平均収納
率現年分98.7％、滞納繰越分20.8％を平
成27年度時点で上回る。
　国民健康保険税は、平成22年度の県
平均収納率現年分91.0％、滞納繰越分
県内収納率順位（平成21年度収納率が
県内平均値に近いため）10位14.96％を
平成27年度時点で上回る。
　滞納整理を推進するとともに、税務職
員の徴収技術の向上を図ることができ
る。

※22年度
市税（現年度分）の収納率　98.11％
市税（滞納繰越分）の収納率　19.08％、
国民健康保険税（現年度分）の収納率
87.42％
国民健康保険税（滞納繰越分）の収納率
12.42％

※財政効果については別紙参照。

【市
税】
現年
98.25
％
滞納
繰越
19.50
％

【国保
税】
現年
88.13
％
滞納
繰越
13.00
％

【市
税】
現年
98.40
％
滞納
繰越
19.90
％

【国保
税】
現年
88.85
％
滞納
繰越
13.50
％

【市
税】
現年
98.50
％
滞納
繰越
20.30
％

【国保
税】
現年
89.56
％
滞納
繰越
14.00
％

【市
税】
現年
98.60
％
滞納
繰越
20.60
％

【国保
税】
現年
90.28
％
滞納
繰越
14.50
％

【市
税】
現年
98.70
％
滞納
繰越
20.80
％

【国保
税】
現年
91.00
％
滞納
繰越
15.00
％

【実績】
・滞納繰越分滞納者に対しては、給与、預金、売掛金、不動産等詳
細な財産調査を行って、財産を確認した場合には、差し押さえを
行って強制徴収を行った。また、調査の結果担税能力が認められ
ない者等については、法の規定に基づき滞納処分の執行停止を
行った。
・地方税滞納整理機構に参加し、職員を派遣するとともに、高額滞
納事案の引継ぎを行って重点的な滞納整理を行った。
・地方税法の規定に該当する事業者を特別徴収義務者に指定し
て、普通徴収から特別徴収へ転換を図った。

【実施効果】
・収納率は、市税が現年分98.31％（目標率98.25％に対し、0.06ポイ
ント増）滞納繰越分20.82％（目標率19.50％に対し、1.32ポイント
増）、国民健康保険税が現年分88.05％（目標率88.13％に対し、
0.08ポイント減）、滞納繰越分14.78％（目標率13.00％に対し、1.78
ポイント増）となった。
・5月と12月に全庁体制で一斉徴収を実施した。延べ6日間に152人
で1,233件を訪問し、3,193千円を徴収した。
・地方税滞納整理機構に115名99,632千円を引き継ぎ、40,586千円
（収納率42.04％）を徴収した。
・特別徴収の全実施を推進した結果、特別徴収の割合が69.12％と
なり、前年に比べて6.34ポイント上昇した。普通徴収分の収納率も
前年度を上回ったことから、市県民税の収納率は、97.72％となり、
前年度を0.63ポイント上回った。

・滞納繰越分の徴収に関
しては、平成23年度の方
針を継承して取り組むとと
もに、滞納者宅の捜索を
実施し、インターネット公
売を行うことで、滞納整理
に取り組む市の姿勢を市
民にＰＲする。
・地方税滞納整理機構に
職員を引き続き派遣して
高額困難事案の整理を図
る。
・市県民税の特別徴収推
進の方針を継承し、一層
の割合向上を図る。
・年2回全庁体制で一斉徴
収を実施し、現年分収納
率の一層の向上を図る

・滞納繰越分滞納者に対しては、
詳細な財産調査を行い、財産を確
認した場合には、差押えを行って
強制徴収を行った。
・平成23年度に引き続き地方税滞
納整理機構に、職員を派遣して、
高額滞納事案（133名147,779千
円）を引き継いで重点的な滞納整
理を行い、78,703千円（収納率
45.5％）を徴収した。
った。
・平成23年度に引き続き特別徴収
義務者の指定推進を図り、特別徴
収の割合が76.56％となり、前年に
比べて7.44ポイント上昇した。理解
が得られず滞納する事業所に対し
て、調査予告や処分予告を行い、
協力してもらえるよう働きかけた。
・5月と12月に全庁体制で一斉徴
収を実施した。延べ5日間に128人
で1,243件を訪問し、1,430千円を徴
収した。
・

・収納率は、市税が現年分
98.36％（目標率98.40％に
対し、0.04ポイント減）滞納
繰越分23.25％（目標率
19.90％に対し、3.35ポイン
ト増）、国民健康保険税が
現年分89.03％（目標率
88.85％に対し、0.18ポイン
ト増）、滞納繰越分16.72％
（目標率13.50％に対し、
3.22ポイント増）となった。

・滞納繰越分滞納者に
対して詳細な財産調査を
行い、自主的に納付が
ない者について差押えを
行う。
・地方税滞納整理機構
に引き続き職員を派遣し
て、高額滞納事案を引継
いで重点的な滞納整理
を行う。
・引き続き特別徴収義務
者の指定推進を図り、滞
納事業所に対して、差押
えを行うなど滞納整理の
推進を図る。

39

介護保
険料の
収納率
の向上

介護福
祉課

・文書による毎期ごとの督促のほか、電話
で督促を行い新規滞納の抑制を図る。
・年２回の一斉徴収に併せ、夜間徴収も実
施する。
・滞納により、介護サービスの制限が生じ
る旨、説明を十分に行う。
・滞納者の状況によっては、分納誓約書の
提出を求める。

現年分の未納額発生を抑えること
で累積滞納額の拡大を抑制すると
ともに過年度分の徴収に努めて徴
収額の向上を目指す。
収納率目標（現年分）
　23年度　99.00％
　24年度　99.05％
　25年度　99.10％
　26年度　99.15％
　27年度　99.20％
※22年度：99.00％、過去11年間の
平均は98.61％

※財政効果については別紙参照。

99.00% 99.05% 99.10% 99.15% 99.20% 【実績】
・4月の１０日間と10月の１５日間に一斉徴収を実施
した。この期間中、日中及び夜間徴収を実施した。
・4月23日（土）と10月23日（日）には介護福祉課職員
２人１組の計５組で戸別訪問を実施した。支払いをし
ないものには給付制限を説明した。
・４月の実績：訪問件数152件、面談件数74件、納付
件数24件
・10月の実績：訪問件数170件、面談件数91件、納
付件数24件
・分納誓約を求めるケースはなかった。

【実施効果】
・平成23年度の収納率は、99.14%（目標率99.00％に
対し、0.14ポイント増）となった。 ・４月の一斉徴収期
間中に161,000円、10月の同期間に189,700円を徴
収したのを始め、滞納拡大を防ぐように努めた。

・文書による毎期ごと
の督促のほか、電話で
督促を行い新規滞納
の抑制を図る。
・年２回の一斉徴収に
併せ、夜間徴収も実施
する。
・滞納により、介護サー
ビスの制限が生じる
旨、説明を十分に行
う。
・滞納者の状況によっ
ては、分納誓約書の提
出を求める。

・4月と10月の各2週間、一斉
徴収を実施した。この期間中、
日中及び夜間徴収を実施し
た。
・4月と10月には介護福祉課職
員２人１組の計５組で戸別訪
問を実施した。支払をしないも
のには給付制限を説明した。
・４月の実績：訪問件数108
件、　面談件数49件、納付件
数15件。
・10月の実績：訪問件数122
件、 面談件数51件、納付件数
14件
・分納誓約を求めるケースは
なかった。
・４月の一斉徴収期間中に
146,900円、10月の同期間に
112,600円を徴収したのを始
め、滞納拡大を防ぐように努め
た。

 ・平成２４年度の収納率は
98.99％（目標率99.05％に
対し0.06ポイント減となっ
た。

・文書による毎期ごとの
督促のほか、電話で督
促を行い新規滞納の抑
制を図る。
・年2回の一斉徴収に併
せ、夜間徴収も実施す
る。
・滞納により、介護サー
ビスの制限が生じる旨、
説明を十分に行う。
・滞納者の状況によって
は、分納誓約書の提出
を求める。

・滞納時の介護サー
ビスの制限を受けて
いる件数について記
述すること。

40

保育料
の収納
率の向
上

児童家
庭課

・園児在園中に保育料が納付されるよう
に、児童家庭課、保育園が連携して滞納
者の状況を把握し、説明、督促を実施す
る。
・滞納者の支払能力に応じて、分納誓約書
の提出を求める。
・在園児と卒園児に係る滞納分の一斉徴
収を年２回実施する。

・収納率目標（現年分）
　23年度：99.95％
　24年度：99.95％
　25年度：99.95％
　26年度：99.95％
　27年度：99.95％
　　※22年度実績：99.94％

※財政効果については別紙参照。

99.95% 99.95% 99.95% 99.95% 99.95% 【実績】
・園児在園中に保育料が納付されるように、児童家
庭課、保育園が連携して滞納者へ説明、督促を実
施した。
・滞納者の支払能力に応じて、分納誓約書の提出を
求めた。
・在園児と卒園児に係る滞納分の一斉徴収を年２回
実施した。

【実施効果】
・平成23年度の収納率は、99.84％（目標率99.95％
に対し、0.11ポイント減）となった。
・一斉徴収は、平成23年12月と平成24年5月に実施
し、平成23年12月は、13件177,790円の実績、平成
24年5月は11件176,850円の実績があった。
・分納誓約書は5人から得た。

・園児在園中に保育料
が納付されるように、
状況を把握して滞納者
への説明を徹底し、徴
収する。
・滞納者の支払能力に
応じて、分納誓約書の
提出を求める。
・在園児と卒園児に係
る滞納分の一斉徴収を
年２回実施する。

・園児の在園中に保育料が
納付されるように児童家庭
課、保育園が連携して滞納
者へ説明、督促を実施した。
・滞納者の支払能力に応じ
て、分納誓約書の提出を求
めた。
・在園児と卒園児に係る滞
納繰越分と現年分の一斉徴
収を年2回実施した。
・在園児と卒園児に係る現
年分の一斉徴収を12月と平
成25年 5月の年2回実施し、
12月は8件119,390円、平成
25年 5月は12件262,100円
の実績があった。
・分納誓約書は1人から得
た。

・平成24年度の収納率
99.96％（目標率99.95％に
対し0.01ポイント増）となっ
た。

・在園中に保育料が納
付されるように、未納者
の状況把握と保護者へ
の説明を徹底し、自主納
付を促す。
・滞納者の支払能力に
応じて、分納誓約書の提
出を求める。
・在園児と卒園児に係る
滞納分の一斉徴収を年2
回実施する。

41

公共用
物の使
用料徴
収

都市整
備課

・これまで水路等の公共用物は使用料を
徴収することなく使用許可をしていたが、
公共用物の管理に関する条例及び規則を
制定することにより、使用料の徴収根拠を
明確にし、公共用物の適正な管理と使用
料の徴収ができるようにする。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　公共用物の管理に関する
条例及び規則の議決・公布
・平成24年度　条例及び規則にもとづく制
度の調査周知期間
・平成25年度　公共用物の使用料の徴収
を開始。

公共用物の使用に対して使用料を
徴収することにより歳入の増加が見
込まれる。

※財政効果については別紙参照。

条例
等
の制
定

実施 実施 実施 実施 【実績】
・平成24年３月議会において、水路等における使用
料の徴収について規定した「公共用物の管理に関
する条例」が議決され、４月１日にこの条例とこの条
例に基づく規則が施行された。

【実施効果】
・条例制定により、使用料の徴収が可能となった。

・条例施行から１年間
を使用料徴収の準備
期間として、現地調査、
使用者への周知、使用
申請手続き等の整備を
行う。
・使用料は平成25年度
より徴収する。

・使用料徴収の準備期間と
して、現地調査、使用者へ
の周知、使用申請手続き
等の整備を行った。

・使用料徴収のための、使
用者への周知、申請許可
手続きが完了し、平成25年
度から38件について使用
料の徴収が可能となった。

・公共用物使用料として
年額965,000円（予算額）
のを徴収を予定する。
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42

水道料
金の収
納率の
向上

上下水
道課

・水道料金徴収業務は、平成２０年度から
民間業務委託を始め、督促、催告の手段
をとりながら、一定の効果が上がってい
る。しかし、さらなる収納率向上に向けて、
悪質な滞納者の給水停止の強化、近隣の
市外転出者への訪問など未納者へのきめ
細やかな対応を行い、未収金を出さないよ
うに努める。

・収納率目標（現年度分）
　23年度　　　98.40％
　24年度　　　98.45％
　25年度　　　98.50％
　26年度　　　98.55％
　27年度　　　98.60％
　　※22年度実績：98.32％

※財政効果については別紙参照。

98.40% 98.45% 98.50% 98.55% 98.60% 【実績】
・市としては、各年度の収納率の目標率を定め、収
納率向上のためのミーティングを月２回実施して、業
者への指導監督を行った。実際の取組みとしては、
近隣市外転出者の対応として、市外徴収を年３回実
施した。さらに、市外、県外転出者を対象に催告書と
合わせて通知文を郵送した。

【実施効果】
・平成23年度の収納率は、98.41％（目標率98.40％
に対し、0.01ポイント増）であった。

・引き続き平成23年度
で取り組んだ対応を実
施する。
・新規として、中止分未
納者への電話催告の
対応強化を図り、収納
率向上に向けて取り組
んでいく。

・市としては、各年度の収
納率の目標率を定め、収
納率向上のためのミーティ
ングを月2回実施して、業
者への指導監督を行った。
・実際の取組としては、近
隣市外転出者の対応とし
て、市外徴収を年3回実施
した。今年度は、さらに中
止分未納者への電話催告
の対応強化に努めました。

・平成24年度の収納率は、
98.36％（目標率98.45％に
対して、0.09ポイント減）で
あった。

・引き続き平成24年度で
取り組んだ対応を実施
する。
・転出、居所不明者に対
し重点を置き、休日・夜
間滞納整理の回数を増
やしたり、給水停止を頻
繁に行っている者につい
て催告を１期行った時点
で訪問して早期に対応
する（通常は催告を２期
以上行った時点で給水
停止を行っている）など
効果的な対策に取り組
んでいく。

43

下水道
使用料
の収納
率の向
上

上下水
道課

・時効までの期間が水道料金とは異なるこ
とから、特に現年度分の収納に重点を置
き、滞納繰越額の増加を防止する。水道
料金と同様に未納者に対するきめ細やか
な対応により未収金を出さないように努め
る。

・収納率目標（現年度分）
　23年度　　　98.40％
　24年度　　　98.45％
　25年度　　　98.50％
　26年度　　　98.55％
　27年度　　　98.60％
　　※22年度実績：97.95％

※財政効果については別紙参照。

98.40% 98.45% 98.50% 98.55% 98.60% 【実績】
・下水道使用料の収納については、水道事業への
委託のため、水道料金の収納業務と同じ実績であ
る。実際の取組みとしては、近隣市外転出者の対応
として、市外徴収を年３回実施した。さらに、市外、
県外転出者を対象に催告書とあわせて通知文を郵
送した。

【実施効果】
・平成23年度の収納率は、98.35％（目標率98.40％
に対し、0.05ポイント減）となった。

・引き続き平成23年度
で取り組んだ対応を実
施する。
・新規として、中止分未
納者への電話催告の
対応強化を図り収納率
向上に向けて取り組ん
でいく。

・下水道使用料の収納に
ついては、水道事業へ業
務委託しているが、水道料
金と時効期間の相違があ
るため、さらに粘り強い徴
収が必要となることを念頭
に置き収納業務を行った。
・実際の取り組みとして
は、近隣市外転出者の対
応として、市外徴収を年3
回実施した。今年度は、更
に中止分未納者への電話
催告の対応強化に努め
た。

・平成24年度の収納率は、
98.51％（目標率98.45％に
対し、0.06ポイント増）と
なった。

・引き続き平成24年度で
取り組んだ対応を実施
する。
・転出、居所不明者に対
し重点を置き、効果的な
対策に取り組んでいく。

44

学校給
食費の
収納率
の向上

学校教
育課

・学校と連携し、未納額を増加させないよう
に早期から通知や面談を実施する。
・中学校を卒業した未納保護者には電話
催告や催告通知を発送するとともに、個別
面談の実施を図るなど徴収に努める。

・収納率目標（現年度分）
　23年度：99.57％
　24年度：99.59％
　25年度：99.61％
　26年度：99.63％
　27年度：99.65％
　※22年度：99.55％、過去5年間の
平均は99.35%

※財政効果については別紙参照。

99.57% 99.59% 99.61% 99.63% 99.65% 【実績】
・通知や面談を実施した。
・小学校、中学校を卒業する未納保護者には、卒業
前に納付相談を実施した。

【実施効果】
・平成23年度の収納率は、99.74％（目標率99.57％
に対し、0.17ポイント増）となった。
※過去5年間の収納率平均は99.35％であった。

・未納者に対し通知や
面談を実施する。
・小学校、中学校を卒
業する未納保護者には
卒業前に納付相談を
実施する。また、状況
に応じ、分納誓約書の
提出を求めていく。
・児童手当による納付
の申出書の提出依頼
をする。

・卒業する未納保護者に卒
業前に納付相談を実施し
た。
・平成23年度以前の中学
校卒業者に対し督促状を
送付した。また、電話での
納付催告を行った。
・児童手当による納付の申
出書の提出依頼を実施し
た。

・収納率は99.76％（目標
99.59％に対し0.17ポイント
増）となった。
・児童手当による申し出
は、4件であった。

・学校と連携し、電話催
告や個別面談を強化す
る。
・小学校、中学校を卒業
する未納保護者には卒
業前に納付相談を実施
する。
・児童手当による納付の
申出書の提出依頼をす
る。

45

② 積
極的な
財源確
保

未利用
財産
（土地）
の有効
活用

行政課

・将来的な事業のために取得した用地に
ついて、事業用に使用するまでの間、民間
への貸付等について検討する。

土地貸付収入の増 検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・貸付については、具体的な検討に着手することが
できなかったが、将来的にも利用する見込みがない
土地の売却の価格の算定方法を見直し、要綱を制
定した。
・土地の売却１件を実施した。

【実施効果】
・土地を売却する際の価格の算定方法を決定するこ
とにより、今後の迅速な土地売却につなげることが
できた。

・他の自治体の事例を
研究し、貸付について
の要綱を制定する。
・数値目標の設定が可
能かどうかを含め、未
利用財産の活用方針
を検討していく。

・土地の売却１件を実施し
た。
・貸付については、市有地
隣接の土地の使用者から
貸付の依頼があったため、
8月～10月にかけて貸付を
行った。

・8月～10月にかけて行っ
た貸付に対する貸付料とし
て、8,307円の収入を得た。

・他の自治体の事例を研
究し、貸付についての要
綱等を制定する。
・未利用財産の活用方
針について、調査・研究
していく。

46

公共施
設にお
ける有
料広告
の導入

行政課

・現在庁舎に設置している広告付き電子掲
示板のほかにも、広告付きの媒体の導入
を検討する。

広告料収入の増加

※財政効果については別紙参照。

検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・平成24年度に市役所１階総合案内横に広告付き
案内板を設置するための仕様などを定めるととも
に、先進地を調査するなどの準備を行った。

【実施効果】
・平成24年度の導入に向けて、必要な準備をするこ
とによって、スムーズな導入を図ることができた。

・平成24年度に市役所
１階総合案内横に広告
付き案内板を設置し、
使用料収入と広告掲載
料を得る。
・財政効果見込256,000
円（32,100円（使用料収
入14,250円＋広告掲載
料17,850円）×８月）

・平成24年8月に、市役所
１階総合案内横に広告付
き案内板を設置した。

・広告付き案内板を設置す
ることで、庁舎の空きス
ペースの有効活用を進め
ることができた。
財政効果は、＠32,100×7
月＝224,700円の収入を得
た。

・新たな有料広告の導入
について研究する。

県内の平均収納率は
99.64％であり、岩倉市
は若干下回っている。
したがって、平成27年度
に県下平均を上回ること
を目標とする。
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47
教材費
の徴収

健康課

・調理実習を行う教室で、現在無料参加の
ものを食材費の一部負担金を徴収する。
・健康教室でテキストや教材を使用する場
合に一部自己負担金を徴収する。

①参加費用1人200円程自己負担し
ていただく。
②全教室ではないが、テキスト代等
を徴収する。

※財政効果については別紙参照。

検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・調理実習の参加者は172人であり、実施した場合
の徴収金額は、172人×200円＝34,400円となる。
・他市町の状況を調査した。

【実施効果】
・他市町の調査及び他部署の調査を実施したことに
より、具体例を把握できた。

・更に調査を進め、徴
収の対象とする項目、
額等詳細についてまと
める。
・他課との整合性を保
つ。
・調理実習、健康教室
については、コスト把握
をする。

・県内34市町の状況を調査
した。26市が教材費（賄材料
費）を徴収しており、徴収金
額は、実費の3割から10割ま
で様々であった。26市のう
ち、12市は賄材料費の他
に、テキスト代や運動用ボー
ルなどの教材も実費を徴収
していることがわかった。
・栄養教室の一人当たり（１
食分）の賄材料費を算出し
た。平成23年度は413円、
平成24年度は465円であっ
た。
・賄材料費以外の教材費に
ついては、印刷して作成した
もの等を使用しているため、
費用徴収の対象としないこと
とした。

・他市町の状況を把握する
ことができた。
・一人当たりの賄材料費を
算出したことで、徴収金額
について、具体的に検討す
ることができた。費用徴収
開始するにあたり、賄材料
費実費の概ね５割を徴収
することとした。
・平成25年度からの徴収に
向けて、教材費の徴収に
関する要綱制定案を作成
した。

・教材費の徴収に関する
要綱を制定する。
・教材費は、賄材料費が
発生する教室において、１
人200円を徴収する。（11
教室　定員244人　徴収金
額48千円の予定）
・教材費として、健康度評
価（あいち健康プラザ）の
利用料400円を自己負担
とする。
・食生活改善推進員活動
における食生活改善推進
員からの賄材料費の徴収
について、検討する。
・賄材料費以外の教材費
について検討する。
・教材費の費用徴収開始
にあたり、利用者の声や
状況を把握する。

48
③歳出
の効率
化

公共施
設の適
正な維
持管理

行政課
他

・老朽化の進む公共施設の長寿命化を図
るために、総合的かつ計画的な施設改修
等を推進するとともに、市民ニーズに合わ
せた多目的利用などを進め、公共施設の
有効活用を図るため、公共施設の維持管
理に関して実情に合わせた計画を策定す
る。

公共施設の状態を客観的に把握・
評価し、中長期的な視点に立って効
率的・効果的に管理・運営すること
で、資産全体の効用を最大化する
ことができる。

検討 検討 検討 検討 実施 【実績】
・公共施設再配置計画を策定している自治体の事
例を調査した。

【実施効果】
・公共施設の長寿命化、計画的な改修等の前提とな
る公共施設実態調査の有効性を確認した。

・公共施設の現状を把
握するための調査に着
手する。
・公共施設維持管理の
ための整備基金につい
て検討する。

・市が所有する土地及び建
物を一元的に管理する財
産管理システムを導入し
た。
・平成25年3月に、岩倉市
公共施設整備基金条例を
制定するとともに、3月補正
予算で1億2千万円を計上
し積立てを行った。

・財産管理システムを導入
することで、例えば修繕情
報など財産管理に関する
情報を入力することなどに
より市全体の公共施設の
管理についての公共施設
の状態を一元的に管理す
るための準備を整えられ
た。
・基金の設置により計画的
な支出に備える準備が
整った。

・公共施設の現状を把握
するための財産管理シ
ステムの活用方針を定
める。

49

市役所
庁舎の
適正な
維持管
理

行政課

・庁舎修繕に関する５か年の計画を作成
し、計画的かつ適切な修繕、補修を行う。
＜年度ごとの取組内容＞
　毎年度、見直しを行いながら５か年計画
を策定する。
　計画的修繕の経費の上限額を設定す
る。

庁舎建設後１０年が経過し、今後、
維持補修費の増大が見込まれる
中、適切な管理を行うことにより、年
度ごとの維持補修費の平準化を図
るとともに、設備の長寿命化にもつ
ながる。

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・庁舎修繕５か年計画に基づき、計画的な修繕を実
施した。

　　平成23年度計画額　8,645千円
　　　　　　　 　　実績額  7,243千円

【実施効果】
・計画に基づいた修繕を実施することで、適切な維
持管理を行うことができた。

・引き続き５か年計画を
作成し、計画的な修繕
を行う。
平成24年度計画額
9,780千円

・過去の修繕の実績及
び今後の予測に基づ
き、年間の修繕料の目
標上限額を設定する。

・庁舎修繕5か年計画に基
づき、計画的な修繕を実施
した。

平成24年度
計画額　9,780千円
実績額  8,560千円

・計画に基づいた修繕を実
施することで、適切な維持
管理を行うことができた。

・引き続き５か年計画を
作成し、計画的な修繕を
行う。
平成25年度計画額
7,500千円
・過去の修繕の実績及
び今後の予測に基づき、
年間の修繕料の目標上
限額を設定する。

・今後5年間の計画
内容を明確にするよ
う努めること。

50
雑草対
策工法
の改善

都市整
備課

・毎年、市内各所の道路、水路等で草刈作
業を実施しているが、施工箇所がある程度
限定されるようなものであり、地域住民に
よる草刈作業等の維持管理方法や現状に
合わせた改善対策工法（防草シート、コン
クリート張り等）など雑草対策について検
討する。

現状に合わせた改善対策工法（防
草シート、コンクリート張り等）を実
施することにより、長期的な維持管
理コストの縮減を図る。

（参考）平成23年度　水路敷草刈業
務
5,040,000円（11,260㎡×2回）
＊年間費用　450／㎡
●防草シート設置費用　2,500円／
㎡
●コンクリート張費用（厚5㎝）
3,500円／㎡

検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・市内において実施している「五条川堤防道路草刈
業務実施箇所」、「シルバー人材センターへの除草
委託業務実施箇所」、「地元剪定箇所」、「市が雇用
する作業員による公共施設維持管理業務実施箇
所」等から草刈り・除草の必要な箇所の抽出を行っ
た。

【実施効果】
・草刈り・除草の必要な箇所を抽出できたため、雑草
対策実施に向けての準備が整った。

・雑草対策箇所ごとの
対策工法を決定し、実
施する。
・住民協働による雑草
管理方法の検討を行
う。

・平成23年度の抽出箇所
から防草シート工法等の
施工箇所の絞込みを行っ
た。また、一部対策を実施
した。

防草シート設置
業者施工3箇所202㎡
パート作業員施工3箇所45
㎡

・業者施工費用：2,500円/
㎡×202㎡＝505,000円
・ﾊﾟｰﾄ作業員施工費用：
1,250円/㎡×45㎡=56,250
円
合計：561,250円
・施工箇所247㎡を10年間
草刈業務委託した場合の
費用
　450円/㎡×247㎡×
10=1,111,500円
・節減見込み費用 (10年
分)
　1,111,500円-561,250円
=550,250円
・雑草管理について、地区
に打診してみたが、実現に
至っていない。

・防草シート設置   8箇
所352㎡
・住民協働による雑草管
理方法の検討を行う。

・雑草管理につい
て、地区に打診して
みたが実現には至っ
ていないとのことだ
が、一部の費用を市
が負担することを採
り入れるなどを研究
しながら、引き続き
住民協働での管理を
検討してほしい。

51

公園施
設長寿
命化計
画の策
定・推
進

都市整
備課

施設の老朽化により、修繕等の維持管理
費用負担が増大する中、施設の長寿命化
を図るため、長寿命化対策（施設の改修・
更新）を検討するとともに、公園施設長寿
命化計画を策定し、以後、計画的に施設
の改修・更新を実施していくもの。

維持管理費用を平準化し、計画的
に施設の改修・更新を実施すること
により、施設の長寿命化を図ること
ができる。

策定 実施 実施 実施 実施 【実績】
・公園施設の安心・安全を確保するため、健全度調
査結果に基づき、バリアフリー対応を含めた施設の
修繕・改築・更新を行うための公園施設長寿命化計
画を策定した。

【実施効果】
・公園施設の長寿命化のために必要な修繕内容、
時期等が明らかになった。

・下り松公園において、
便所等の改修工事を
実施する。

・公園施設長寿命化計画
に基づき、下り松公園にお
いては、バリアフリー対応
工事として、便所の建替え
や出入口・園路の改修工
事を行った。

・公園施設のバリアフリー
化を図ることができた。

・公園施設長寿命化計
画に基づき、下り松公園
において遊具更新工事
を実施し施設の長寿命
化を図る。
　また、中央公園におい
ては、バリアフリー対応
工事として、便所の建替
えや出入口・園路の改修
工事と遊具の更新工事
を実施し施設の長寿命
化を図る。
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52

橋梁長
寿命化
修繕計
画の策
定・推
進

都市整
備課

老朽化する橋梁に対して、橋梁の長寿命
化を図るための予防的な修繕計画の策定
について、平成２４年度は、橋梁の健全度
を把握するための点検を実施し、平成２５
年度には、点検結果を基に長寿命化修繕
計画を策定し、以後、計画的に修繕を実施
していくもの。

計画的に修繕を実施することによ
り、橋梁の長寿命化を図ることがで
きる。

検討 点検 策定 実施 実施 【実績】
・平成24年度実施予定の橋梁点検業務発注に向け
て情報収集を行った。

【実施効果】
・平成24年度実施予定の橋梁点検業務発注に向け
て準備が整った。

・点検結果を基にした
長寿命化修繕計画の
策定に向けて、平成24
年度は、橋梁の健全度
を把握するための点検
を実施する。

・岩倉市管理の橋梁123橋
について台帳整備を行っ
た。
・長寿命化修繕計画策定
に係る重要橋梁22橋を選
定し、点検を行った。

・岩倉市管理の橋梁台帳
整備　123橋のうち、長寿
命化修繕計画策定にかか
る重要橋梁22橋が明らか
になった。
＊重要橋梁選定の考え方
・第三者影響度が大きい
（跨線橋）
・地域防災上重要（緊急避
難路）
・橋梁規模が大きく災害時
の復旧が困難（15ｍ以上
の橋）

・重要橋梁22橋につい
て、点検結果に基づき修
繕計画を策定する。

53

公共下
水道へ
の接続
促進

上下水
道課

・供用開始区域における宅内排水設備の
設置及び公共下水道への早期接続を促進
し、水洗化率の向上を図る。
・戸別訪問や文書送付により接続の必要
性について啓発するとともに、融資あっせ
ん制度（利子補給制度）の活用をＰＲし、よ
り活用しやすい制度への見直しを行う。
※水洗化率＝供用開始区域内での接続
済人口÷供用開始区域内人口

・公共下水道整備による水質保全
などの事業効果が高まる。
・接続戸数が増加することにより、
使用料収入が増加する。
・汚水量の増により、維持管理コス
トの軽減につながる。
・水洗化率目標
　23年度　　　89.20%
　24年度　　　89.30%
　25年度　　　89.40%
　26年度　　　89.50%
　27年度　　　89.60％
　　※平成22年度水洗化率
88.96％

89.20% 89.30% 89.40% 89.50% 89.60% 【実績】
・供用開始後１、２年経過の未接続世帯を中心に年
４回（延べ204件）の戸別訪問及び文書送付を実施し
た。
・市広報での下水道接続促進PRを行った。

【実施効果】
・平成23年度の水洗化率は、88.18％（目標率
89.20％に対し、1.02ポイント減）となった。
・融資あっせん制度（利子補給制度）については利
用実績がなかった。

・本年度も下水道接続
に対する理解を得るた
めに戸別訪問及び文
書送付を行う。
・住宅リフォーム補助
制度を活用して接続促
進を図る。

・供用開始後1、2年経過の
未接続世帯を中心に年4回
（延べ242件）の戸別訪問
及び文書送付を実施した。
・広報での下水道接続促
進PRを行った。

・平成24年度の水洗化率
は、89.36％（目標率
89.30％に対し、0.06ポイン
ト増）となった。
・融資あっせん制度（利子
補給制度）については1件
の実績があった。
・住宅リフォーム補助制度
については22件で
1,287,000円の補助実績が
あった。

・本年度も下水道接続に
対する理解を得るために
戸別訪問及び文書送付
を行う。
・住宅リフォーム補助制
度を活用して接続促進を
図る。

54

支給物
品等の
消耗品
の見直
し

会計課

・契約担当課と協議し、平成24年度は１５
品目についてメーカー指定の廃止に向け
て検討をする。（メーカー指定、６０品目）

メーカー指定を廃止することにより、
より安価に契約することができ、経
費削減効果が、期待できる。

検討 実施 実施 実施 実施 【実績】
・各課からの要求数を精査し、平成24年度は、一部
の物品をメーカー指定なしの同等品にすることとし
た。また、要求の少ない物品については、廃止する
ように検討した。

【実施効果】
・平成24年度以降の経費の節減につながった。平成
23年度の購入実績（22,149円）から試算すると、平
成24年度は、4,030円の減額となる。

・平成24年度は、さらに
残りの品目について、
メーカー指定の廃止を
検討する。

・15品目について、メー
カー指定を廃止した。

・メーカー指定を廃止する
ことにより安価で契約で
き、5,619円の削減効果が
あった。

・職員がコスト意識を持
つことにより物品等の削
減につなげられるような
取り組みを検討する。

55

学校給
食セン
ターの
維持管
理の効
率化

学校教
育課

・学校給食センターの老朽化及び安全衛
生管理面の状況を踏まえ、より安全で安心
な給食の提供を行うため、施設の改修計
画・運営計画を策定し検討する。

効果的・効率的な学校給食センター
業務の運営を行うことができる。

検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・愛西市、扶桑町の新設センターを視察した。また、
長久手市、各務原市の施設を調査研究した。

【実施効果】
・現在の施設の状況を把握できた。
・新学校給食センター建設の基本方針策定について
準備が整った。

・新学校給食センター
建設の基本方針を策
定する。
・災害時の対応等につ
いては、平成２５年度
策定予定の基本計画
の中で、検討していく。

・安全で衛生的な学校給食
を作るため、調理機器の一
部を更新した。選定に当
たっては新学校給食セン
ターで使用できるものとし
た。
・新学校給食センター建設
のための基本方針を決め
た。

・老朽化した釜を更新する
とともに、和え物の調理作
業で使用する真空冷却機
を購入し、安全で衛生的な
調理ができるようになっ
た。
・新学校給食センターの建
設予定地を決め、稼動年
を平成28年9月とした。

・新学校給食センターの
基本構想及び基本計画
を策定する。

56
経常経
費等の
見直し

-

・予算編成時に、経常経費（旅費、需用
費、役務費等）、市単独事業委託料、その
他事務事業の見直しを行うことにより経費
の削減に努める。

予算編成時に削減を行うことにより
新たな事業費を生み出すことができ
る。

※財政効果については別紙参照。

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
＜平成23年度予算編成時の編成方針等に基づく削
減額＞
・経常経費の削減：31,624千円
・まつり等市単独事業委託料の見直し：7,936千円
・補助金の見直し：6,987千円
・医師会・歯科医師会の報酬等の見直し：181千円
・上記以外の事務事業の見直し：20,275千円

＜平成24年度予算編
成時の編成方針等に
基づく削減額＞
・経常経費の削減：
45,062千円
・医師会・歯科医師会
の謝礼等の見直し：
2,334千円
・上記以外の事務事業
の見直し：6,157千円

57

④ 財
政情報
の公表
と財務
諸表に
よる分
析

広報・
ホーム
ページ
等の活
用によ
る財政
情報の
提供

企画財
政課

岩倉市財政状況の公表に関する条例の規
定により財政状況を公表している。広報
紙、ホームページには、予算の概要、決算
状況（付属の主要施策報告書）、財務書類
４表、財政健全化判断比率等を掲載してい
る。この公表を図、表、用語解説等を付記
し、よりわかりやすいものとしていく。また、
会議等、機会を捉えて、財政状況等を提
供していくとともに、それに対する意見の
収集に努める。

行政施策の説明責任を果たすこと
を目的とした財政状況の公表によ
り、市民等に、その状況を正しく、広
く認識してもらうことができる。その
ことで、市民信頼を深められ、市政
への直接関与とともに、施策の可否
や改善提案といった市政への間接
参画の促進効果が期待できる。

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・広報には、５月１日、６月15日、11月15日号に財政
状況を公表した。市民からの指摘を受け、よりわか
りやすくするよう、11月の公表から、前年度との比較
増減理由を追加した。
・ホームページでは、予算の概要、決算状況、財務
書類４表、財政健全化判断比率等を掲載している。
・冊子として公開していた主要施策の成果報告書を
ホームページに公表することとした。

【実施効果】
・施策の成果を公表することで、事業の状況を正し
く、広く認識してもらうことができるようになった。

・平成24年度予算の主
要事業は、市民により
わかりやすくを意識し
て、課別に区分して広
報で公表する。
・決算資料（主要施策
の成果報告書）につい
ても、より関心をもって
いただけるように一
部、様式を変更する。

・広報には、4月15日、6月１
日、11月15日号に財政状況を
公表した。他市町の広報等を
参考に表やグラフを工夫し、よ
りわかりやすく掲載した。
・市民に、よりわかりやすくを
考えて、24年度予算の重点施
策は、課別で公表した。
・ホームページの岩倉の財政
ページを随時更新した。
・主要施策の成果報告書は、
市民一人当たりの決算額を様
式に付け加えた。25年度の予
算説明書についても財務会計
システムの更新もあり、事業ご
との、歳出科目等をわかりや
すく改良した。また、新規主要
事業説明書を作成し、ホーム
ページに公表した。

・よりわかりやすくした広報
での公表、改良した平成25
年度の予算説明書、新規
主要事業説明書をホーム
ページで公表することで、
事業の内容を正しく、広く
認識してもらうことができる
ようにした。

・近隣市町との情報交
換、市内の会議（例：自
治基本条例審議会）等で
の意見収集に努め、公
表内容、方法等の改良
に努める。
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行政経営プラン推進
委員会からの意見

（平成25年8月）

平成24年度の実績
（実施内容）

平成24年度の実施効果 平成25年度の計画平成24年度の計画
平成23年度の実績（実施内容）

及び実施効果

年度目標
№

行政経営プラ
ンの

位置づけ
取組業務 所管課 取組内容 効果見込

58

① 効
果的・
効率的
な組織
体制

効率的
な行政
サービ
スを展
開して
いくこと
のでき
る組織
運営と
市民に
わかり
やすい
組織づ
くり

秘書課

・職員へのアンケートの実施や組織機構検
討委員会の設置並びに、市政モニターや
インターネットなどを利用して、随時、市民
からも意見を集約し、組織づくりを継続して
検討する。組織目標の実現に向け、グ
ループ制をさらに有効活用するとともに職
員の適正配置に努める。また、各部署にま
たがる課題について、特命課題として位置
づけ、全庁的な取組体制を整備し推進す
る。

行政課題や市民ニーズに対応する
ことができる。

実施 実施 実施 実施 実施 【実績】
・平成22年度の組織・機構検討委員会の報告を受
け、平成23年４月に組織の一部見直し（介護福祉課
と都市整備課内のグループ数をそれぞれ３グループ
から４グループに変更等）を行った。

【実施効果】
・行政課題や市民ニーズに対応することができた。

・より効率的な組織に
するため、組織・機構
検討委員会を設置し、
平成25年4月の組織改
編に向けて取り組む。

・組織・機構検討委員会を
４回開催した。また、企業
誘致と人口増加策につい
て研究するプロジェクト
チームを設置した。

・より効率的な行政サービ
スを提供することができる
組織を目指すとともに、よ
り市民にわかりやすい組
織にするため、組織・機構
検討委員会において組織・
機構の再編報告書を作成
した。また、プロジェクト
チームを設置し、課題解決
に向けて協議・研究を行っ
た。

・平成24年度の報告内
容を基本とし、行政ニー
ズの高度化・多様化、ま
た、地方分権の進展に
伴う国や県からの権限
移譲に対応する人員配
置を含め、平成26年4月
の組織・機構改革の再
編に取り組む。また、企
業誘致と人口増加策に
ついては、引き続き設置
する。

59
② 人
財育成
の推進

職員の
能力開
発

秘書課

・人材育成基本方針の策定とそれを具体
化するための研修を実施すると同時に、人
を育て、活力を生み出す職場づくりにも取
り組む。また、職員提案や業務改善運動な
どにより、職員の意欲と能力が最大限に発
揮できる環境づくりと提案等の実現に向か
う仕組みづくりを整備する。

職員一人ひとりの能力開発、意欲
の向上とその能力や可能性を引き
出すことにより、組織としての総合
力が高まる。

検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・職員研修等を実施し、職員を育て、活力を生み出
す職場づくりに取り組んだ。
・岩倉市独自で23の研修を実施、外部研修機関等
に64の研修に職員を派遣した。（受講者923名）
・職員提案：22件（平成22年度15件）の提案があっ
た。業務改善運動：30チーム（平成22年度29ﾁｰﾑ）
が改善に取り組んだ。

【実施効果】
・職員の意識改革、スキルアップに繋がった。

・引き続き、やる気を掘
り起こす職員研修を実
施するとともに、自ら課
題を発掘し解決してい
く「自律行動型職員」を
育成するため、職員提
案制度や業務改善運
動などを継続して取り
組む。
・岩倉市の目指すべき
職員像、職場像を明確
化して、人材育成の方
策を定めた「人材育成
基本方針」の策定に向
けて検討する。

・職員研修計画を基に、岩
倉市独自の研修（18件、
843人）及び派遣研修（54
件、136人）を実施し、979
人が受講した。
・職員提案は21件の応募
があった。また、業務改善
運動は、32チームが改善
に取り組んだ。

・研修等の実施により、職
員の意識改革、スキルアッ
プに繋がった。岩倉市独自
で実施した研修では、95％
の受講者から「大変有意
義であった。有意義であっ
た」と回答があった。業務
改善運動の市民へのPR方
法を検討し、平成25年度か
ら取り組むこととした。

・引き続き平成25年度研
修計画を軸に、職員一
人ひとりの資質向上に取
り組む。
・また、将来目指すべき
職員像を明らかにし、そ
の取り組み指針となる人
材育成基本方針を策定
する。
・業務改善は、各チーム
が取組を実施中に、市
民へＰＲする仕組みづく
りを行うとともに、区長へ
発表会への参加を呼び
かける。

・平成２５年度は業
務改善運動の発表会
を区長に参観しても
らうとのことだが、
さらに市民に見ても
らう機会を増やすた
め、大きな会場かつ
多人数の参観に向け
て検討すること。

60
③職員
数の適
正化

効果
的・効
率的な
定員管
理

秘書課

・官と民との役割分担の検討、再任用職
員・嘱託職員・パート職員等の活用、高度
な専門知識を持った人材の確保などを視
野に入れた定員適正化計画を作成し、市
民ニーズや業務量に見合った適正な職員
数の管理に努める。

効果的・効率的な行政運営を行うことができる検討 検討 実施 実施 実施 【実績】
・平成23年４月１日現在の職員数は、371名であっ
た。（行政改革集中改革プランの最終目標であった
平成22年４月１日の目標値は369名であったが、そ
の後、消防職員の定数を４名増員したため、373名
を現在の目標値としている。）

【実施効果】
・効果的・効率的な行政運営を行うことができた。

・職員の配置は、様々
な行政需要に左右され
ることから、画一的に
判断することは難しい
が、類似する団体など
と比較し、岩倉市にとっ
て適正な定員管理を継
続的に推進していく。
・定員適正化計画を作
成するための準備を行
う。

・平成24年4月1日現在の職
員数は、368名であった。（平
成24年4月1日の目標値373
名）
・行政サービスが低下しない
よう年度中に3名を採用し
た。また、年度末までに17名
が退職したことに伴い、平成
25年4月1日に19名の職員を
採用することにした。
・退職する職員の知識・経験
を公務の場で活かしてもらう
ため、平成25年4月1日に10
名の再任用職員を採用する
ことにした。（平成24年4月1
日は8人）
・職員の給与や人事制度の
運営状況を広報やホーム
ページで公表した。

・効果的・効率的な行政運
営を行うための適切な職
員配置を行うことができ
た。

・平成26年4月の組織・
機構改革の再編に合わ
せ、能力と実績に応じた
適切な人員配置を行う。
・引き続き、再任用制度
を積極的に活用し、知識
と経験を有する人材を確
保し、人的資源の有効
活用を図る。

・昭和４０年代後半
から５０年代前半に
かけて採用した職員
が今後数年で定年退
職を迎える。この中
には高い専門性やノ
ウハウを有している
職員が多いので、若
手職員に経験を受け
継ぐ意味でも、再任
用として活用してほ
しい。

（平成24年度追加）

61

（２）
より
確か
な市
民協
働の
推進

③市民
と行政
の情報
の共有

傍聴環
境の向
上

議会事
務局

・本会議及び委員会の傍聴者数の増加に
取り組む。
・市民に審議内容をより理解してもらうた
め、傍聴者用資料の作成、配布を検討し、
市議会だよりやホームページを利用しての
傍聴の呼びかけを行う。
・委員会においては、第２・第３委員会室を
１つの部屋として使用し、傍聴席を増設す
るなど、傍聴環境の整備について検討す
る。

市民に広く周知することで、議会に
ついてより関心を持っていただくこと
ができる。

検討 検討 実施 実施 ・議会報告会などで市
民から出された意見を
参考にして研究する。
・引き続き市議会だより
やホームページを利用
して傍聴への呼びかけ
を行う。（平成23年度の
傍聴者数の実績117人
に対し、平成24年度の
傍聴者数目標を150人
とする。）
・先進地の調査、研究
を行う。

・平成25年3月定例会か
ら、傍聴者用の資料を作
成し、配布した。
・広報いわくらにも、定例会
の日程を掲載した。
・平成25年3月定例会の予
算常任委員会において、
第2・第3委員会室を1つの
部屋として使用し、傍聴席
を増設した。

・市民に傍聴者用資料を渡
したことにより、本会議で
の審議を理解していただく
一助となった。
・本会議傍聴者は、23年が
117人、24年が123人となり
6人の増、また、委員会傍
聴者は、23年が22人、24
年が29人となり7人の増と
なった。

・傍聴者資料は、他市の
例を研究し、改善してい
く。
・議会基本条例第10条
第3項に則し、最近の委
員会において請願者の
意見を聴く機会を多く取
り入れていることから、
請願者に多数の傍聴を
呼びかけ、平成25年度
は委員会の傍聴者を増
やしていく。

・議会のしくみがわ
からない市民にもわ
かるように周知する
べきである。（例え
ば、「○月○日議案
質疑」では不十分で
あると思われる。）

62

(１)
質の
高い
行政
サー
ビス
の推
進

②民間
活力の
積極的
活用

みどり
の家・
希望の
家の指
定管理
者更新
の検討

児童家
庭課

・地域交流センターみどりの家及び青少年
宿泊研修施設希望の家については、平成
21年度から指定管理者制度を導入してい
る。指定期間は、平成25年度までとなって
おり、利用者会議等によるモニタリングを
実施しながら業務改善や平成26年度の次
期指定に向けた検討を進める。

民間活力の活用と利用者ニーズに
合わせた施設の管理運営ができ
る。

検討 実施 実施 実施 ・施設の特性に合った
モニタリングを行うため
の評価項目・方法を検
討する。

・みどりの家・希望の家の
利用者会議に出席し、各
施設の管理運営の状況等
について、利用者の立場
からの意見を聴いた。ま
た、施設の利用者・利用形
態などについて把握した。
・本市の他施設や他自治
体でのモニタリングの方法
を参考に、みどりの家・希
望の家にあったモニタリン
グの方法を研究した。

・各施設の利用対象とし
て、みどりの家については
多世代、地域、音楽関係
の利用が、また、希望の家
については、子どもに関わ
る団体や研修等での利用
が多いなど、それぞれの自
主事業も含めて利用の状
況を把握することで、施設
にあったモニタリングの方
法を検討することができ、
平成25年度の指定管理者
更新に向けた準備を進め
ることができた。

・6月…指定期間中に係
るモニタリングの方針決
定
・7～8月…モニタリング
の実施
・9～10月…指定管理者
更新の方針決定
・12月…指定管理者の
決定（議決）

　
　
　
　
　
組
織
力
・
職
員
力
の
向
上

（人材育成基本方針の策定）

（定員適正化計画の作成）

（４）
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行政経営プラン推進
委員会からの意見

（平成25年8月）

平成24年度の実績
（実施内容）

平成24年度の実施効果 平成25年度の計画平成24年度の計画
平成23年度の実績（実施内容）

及び実施効果

年度目標
№

行政経営プラ
ンの

位置づけ
取組業務 所管課 取組内容 効果見込

（平成25年度追加）

63

（１）
質の
高い
行政
サー
ビス
の推
進

④ 事
務事業
の見直
しと再
編

監査手
法の標
準化

監査委
員事務
局

・2名の監査委員（識見者として選任した委
員と議会から選出された委員）の交代、監
査委員事務局職員の異動が続いている。
そのため、監査の質的な均一化、人事異
動による職員間の基礎知識の差異等の補
完、事務の効率化を目的として監査種類
ごとの着眼点をまとめたチェックシートを作
成する。

・監査手法をマニュアル化すること
により、監査経験の浅い監査委員
や事務局職員でも必要な項目を漏
れなくチェックすることができるよう
になり、人的異動による監査の質の
低下を防ぐことができる。

実施 実施 実施 ・監査手法マニュアルを
作成する。

64

（２）
より
確か
な市
民協
働の
推進

①市民
参加機
会の拡
大

市民参
加や市
民協働
等を推
進する
ための
各種個
別条例
の制定

企画財
政課

・平成25年度4月から施行している岩倉市
自治基本条例に、市民参加に関する条例
の制定について規定している。平成26年
度に着手を予定。

・住民投票やパブリックコメントなど
の市民参加の手続に関する一定の
ルールを明文化することにより、市
民の参加意識がさらに醸成され、行
政の透明性も確保される。

検討 検討 制定 ・自治基本条例の審議
会を設置したので、各種
個別条例制定に向けて
調査研究をしていく。

65

（２）
より
確か
な市
民協
働の
推進

①市民
参加機
会の拡
大

委員選
出にお
ける市
民登録
制度の
実施

企画財
政課

・自治基本条例検討委員会の委員につい
て、市民アンケートの際に、市民の参加意
向を聞いたものを元に選出した経緯があ
るが、制度設計を詳細にし、市役所全体で
利用できる制度にする。

・より多くの参加機会を提供すること
により、行政側としては、多種多様
な意見を得ることができ、協働の幅
が増える。市民側としては、まちづく
りや市政に興味を持ち、行動につな
がる契機となることが期待できる。

検討 実施 実施 ・市民委員登録の制度
化に向けて検討してい
く。

66

（２）
より
確か
な市
民協
働の
推進

②市民
活動・
市民協
働の活
性化

岩倉市
食育推
進計画
の推進

商工農
政課

・健全な食生活を実践することができる人
間を育てるため、食育推進活動を進めて
いる食生活改善推進員や保健推進員、各
種団体等がより一層の連携を深めながら
活動を行う。

・市民活動が活性化することで、岩
倉市食育推進計画の目的が達成さ
れる。

実施 見直
し

実施 ・岩倉市食育推進計画
の取組をを検証するた
めの組織を設置し、これ
までの取組を検証するた
めの準備を行う。

・食育基本法では、
農業者や食品関連事
業者との連携協力や
食の伝統文化などへ
の啓蒙などが幅広く
謳われているが、栄
養や学校教育ばかり
が中心になっている
傾向が全国的にあ
る。農業者飲食店、
食品業者等との連携
協力などバランスを
持って計画を立てら
れることを要望す
る。
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ジェネ
リック医
薬品の
推奨

市民窓
口課

・政府がジェネリック医薬品の推奨を提唱
しており、本市の国民健康保険被保険者
に対してジェネリック医薬品への切り替え
について周知を図るもの。

・ジェネリック医薬品の価格が一般
的に安くなっており、医療費の節約
に役立ち国民健康保険の健全な運
営を図ることができる。ただし、現時
点ではジェネリック医薬品に切替え
た事による節減額を算出する手段
がなく、節減額の金額提示はできな
い。今後、国保連合会でシステム開
発される見込み。

実施 実施 実施 ・ジェネリック医薬品に切
り替えることができる人
に対し、四半期ごとに、
切り替えた場合の薬価
の違いを提示する資料
を通知する。
・保険証に添付する、
ジェネリック医薬品を希
望する旨のシールを配
布する。
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振込組
戻訂正
手数料
の削減

会計課

・公金を振り込む場合手数料は発生しない
が、振込口座を誤ったため再振込になる
場合、現在は無料ですが、平成26年度か
らは１件につき840円徴収される予定であ
る。そのため、振込誤りを減少させる取り
組みをするもの。

・平成24年度の訂正件数は270件で
あり、1件当たりの単価を840円とす
ると226,800円となる。
・訂正件数を半減できれば、113,400
円の発生が抑制されることになる。

検討 実施 実施 ・起票する担当者について
は、振込み口座を誤ること
により手数料が発生する予
定であることの認識がない
と思われます。所属長を通
じて注意喚起（通知メール）
をすることによりコスト意識
を促す。（確認方法の例とし
て、新規の場合は、通帳等
で口座番号を確認すれば誤
りはなくなると思われる。）
・どのような場合に誤りが発
生しやすいか、発生事例を
分析し、対象部署に注意す
る事により減少に役立てる。
・年間の実績をまとめ報告
する。（各課の改善意識を
高める）

・振込返戻手数料の
支払いがなくなるよ
うに、担当課の協力
を得ながら取組を進
めること。
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